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第2次世界大戦における

アメ 1)カ経済の軍事化への転換

備的考察一一一

森

第 1節 問題の意義

第 2節 大戦への接近

第3節 家事経済への転換とその実態

第 1節問題の意義

呆

2次世界大戦後の坦ー界経済ないし各留経済を分析するさい，この大戦自

身の政治・経済的な分析と，それが経済におよぼした影響をあきらかにする

必要がある O アメリカについてその点をもうすこし具体的にいえば，次のよ

うな視角からする第2次大戦の研究がかんがえられよう O

1に，アメリカ帝国主義の歴史に第 1次世界大戦がもたらしたひとつの

決定的な意義を念頭におきつつ，第2次大戦をL、かに位置づけるかという問

題である O 帝国主義論の多くが，第 1次大戦にいたる過程とその大戦を対象

にして生みだされたが，その後，世界経済の構造には大きな変化が生じた。

そうした構造変化を帝国主義論としてどう把握し理解するかということは，

両大戦闘研究の中心的な課題である O そして，第 1次大戦を境にする，この

変化の主要なひとつは，アメリカ独占資本の拾頭であり，世界資本主義の動

向の基軸聞としてのアメリカの登場であった。相対的安定期，世界恐慌，1930

年代の危機の急迫とし、う大戦間の世界史は，根底にあるアメリカの再生産構

造の分析なしには解明することができなL、。

こうしたアメリカの拍頭は，もちろん第 1次大戦のみがもたらしたのでは
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なく， 20世紀初頭以来，徐々に形成されたというべきであるが，第 1次大戦

自身の意義もまた，決定的に重要であった。この大戦は，アメザカに飛躍的

な生産力の拡大，産業構造の変革，資金の動員と豊露な蓄積をもたらし，地

方でアメザカ以外の列強をいちじるしく疲弊させ後退させた。

この点では，第2次大戦についてもさしあたり同じことがし、えるであろノ O

第 1次大戦，第2次大戦(さらには朝鮮戦争にも一部あてはまる〉を並べて

みると，アメリカ資本主義はその都度，軍事経済によって支えられるような

あらたな産業構造に転換することによって，独占資本の所与の組織性と停滞

をうち絞り，しかもほとんど、無傷で、戦後に再転換をおこなってきた。アメリ

カの場合，こうした大規模な戦争への介入の意義は，独占資本の国内外り

庸を暴力的盲自的に清算し，それによって内部に革命的な危機を醸成 Lたと

いうよりは，戦争が停滞せるアメワカ独占資本に外部から活カをあたえ，一

挙的な設備投資，技術進歩，雇用拡大をとおして景気を高揚させ，戦後にも

戦前に比してひとまわり大きな生産規模のもとでの競争条件をもたらしたと

いう点に，より多くみいだすことができるのである。アメザカ戦時経済それ

自身の分析は，他の諸閣の場合とはことなる，特殊な意味をもっとも L火、う

るであろう O

だが同時に，第 1次大戦と第2次大戦とでは，アメリカの園内的

およぼした影響，世界経済のなかて、の位置なり機能の質的な変化，とい

う面で多くの重要なちがし、があろう O その点の解明もふくめて，

階のなかで大戦を契機とするアメリカ資本主義の変質の諸段階をあきらか

にし，現段階の総合的分析に接近すベくこころみるというのがひとつの分析

視角である。

第 2に，両大戦間ないし1930年代のとらえかたとの関連である。いわゆる

国家独占資本主義論においては， 1929年恐J慌につづく 30年代の国家の経済介

入の諸相をもって，国家独点資本主義の始発期ととらえ，現在のアメザカ資

本主義の経済的特質も，この30年代に構造的に形成されだしたものとみる傾

向がつよいようである O
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大恐斑と30年代は，アメリカ菌民にとって，社会的転換点としても，第2

次大戦以上の意味をもっともいわれる O 玉野井芳郎氏によると，アメリカ人

は，日本人が戦前派，戦後派というのとおなじように大恐慌で世代や生活史ー

を区切る習慣をもっそうだしくD ・シャノン「大恐慌Jの邦訳序文)，小田実

氏;主へンリー・ミラーの年譜を調べても第2次大戦の記述が一行も存在せず，

戦前・中・後を区明るものがどこにもないことに衝撃をうけたと述べておら

れる(中央公論， 1965年 7月号〉。アメリカにとって第2次大戦は，朝鮮戦

とほとんど夜間がつかないくらいだ，という論者もいる。

それらは多分に正当なものであろうが，だからといって，アメリカ資本主

義史上，第2次大戦のもつ画期的な意義を否定することはできなし、。われわ

れが大恐慌とニュー・デールを分析するのは，国家独占資本主義の一般理論

(涼理〕をそこに求め，帝国主義論のうえに構築しようとするからではな

~ '" 30年代に初発したものが第2次大戦によってもっと強力に一挙に発展し

て大戦後の経済に定着したで、あろうし，別に大戦自身が生みだした諸要素

L 大戦後の経済構造に編入されただろうしさらに，大戦後の平時経済へ

の再転換とその後の発展をとおしてあらたに生みだされた特質もあろう。戦

後経済はこう Lた諸要素の綜合物で、あって， 30年代なり同大戦闘はその始発

期としての重要性をもつのであり，重要であればなおさら，それを第2次大

戦をとおして現在にまでつなげる仕事が必要であるO

2次大戦そのものが，どれほどの規模をもってアメリカ資本主義に衝撃

さとあたえたかについても，本稿があきらかにするように，決して小さなもの

でユない。大恐鈍がアメザカの経済・社会に壊滅的な打撃をあたえたのに十

分比肩しうる全体的・構造的な規模で，第2次大戦は，総じて成長・拡大の

向でのインパクトをあたえているO

第 3に，第2次世界大戦の内部における，アメリカ資本主義の役割，性格

の問題がある。

ふつう第2次世界大戦は，たんなる帝国主義戦争ではなく，最終的には

ファシズム:反ファシズム解放戦争だったと規定されている O アメリカにつ
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いていえば，アメリカ帝国主義者は①当初， r不干渉政策jをとおしてドイ

ツの武装化，対ソ侵略をけしかけたが，@独ソ不可侵条約によって打撃をう

けてソ連孤立化計画の修正をせまられ，③ヨーロッパ開戦後は交戦冨双方の

カが弱まること，英仏南関への軍需品供給から豆額の利潤を得ることを期待

したが，④ファシスト侵略者の侵略と破壊が擦限なくひろがり，アメザカ・

ブルジ zアジ{の基盤をゆるがすようになって参戦を決意、した。同時に， ド

イツがソ連に背信的攻撃をくわえたためにソ連も参戦し，以後，独・伊・日

ブP ックにたいすを戦争は反ファシズム戦争と L、う本質をもつようになった

というのである。

こうした見解には，経済学のなかで，これまで有力な批判はなかったc と

いうよりも，賛否を問わず，十分，検討されたことがなかったというべきで

あろう O だが，戦時・戦後の労働運動，階級斗争においては，上の見解;ヱ個

々の兵体的な実践にかかわって，さまざまの影響をあたえてきた。 1938，9 

年以後のアメリカ共産党の労働運動内部における数次の戦術転換，同じく

1944年 5月，ブラウダーに指導されたアメリカ共産党の(民主主義統一戦線

盟国民的統一の名のものでの〉解党主義と，その後の解党批判， 45年 7月の

党再建にみられるような一連の混乱，ヨーロッパ共産党にあらわれた民主主

義=民主主義国札讃，議会主義的傾向やソ連中心主義，日本でいえば終戦直

後のアメリカ点領軍口解放軍の規定(占領下革命論〕から，コミソフオノレム

批判後一転して，日本をアメリカ帝国主義の様毘地・従属国と規定し，民族

独立・反帝の武装斗争を主要戦略とするにいたるまでの運動理論の変転，

れらの基礎には，つねに第2次大戦時に反ファシズム陣営にあっ

国，とりわけアメリカ資本主義の性格規定と，戦後再編期におけるそれ

儲の問題がよこたわっているO

観点をすこし変えて，大戦におけるアメリカ資本主義の性格を，次の

ら問題にする必要もある O アメザカが第 2次大戦で演じた役割は，なにより

も交戦列強が用いる膨大な武器を製造すると L、う兵器廠としてのそれだった

といわれる O だが，ひとつには，その実態が十分あきらかにされてはいない
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し，もうひとつには，帝国主義国にとって， r経済の軍事化Jというものが，

ただ純粋に経済的効果にとどまり，その留の軍国主義化なり侵略性をともな

わずに発展しつづけ得るものかどうかと Lづ疑問が生ずる。プメワカで生産

された軍需品がイギザス，ソ連などに送りこまれて反ファシズム戦争にくみ

いれられたとしても，それをとおしてアメリカ資本主義自身がし、かに変質し，

内部にどのような発展の方向を生みだしたかという酷からの分析が必要にな

ろう O

以上が，アメリカの第2次大戦経済を研究する三つの視角であるO

アメリカの独占資本国帝国主義は，その成立当初から他の諸国にはλ られ

ない多くの特殊性をもって発展してきた。そこには一見，従来の帝国主義の

一般理論だけでは説明しきれないような特質が多くふくまれているO また，

こうした発展過程は，伎界史的に社会主義国がはじめて登場し，やがて世界

の%にちかい地域と人口を掌握する過程と平行しており，そのことを考議し

ないでは，アメリカ帝爵主義の特費，役割なり内部構造の展開もまた解明で、

きないのであるσ

第2次大戦をめぐるアメリカ資本主義の分析は，以上の問題設定をとおし

てみれば，重要な興味ぶかい研究課題である。本稿は，副題にかかげたよう

に，そうした研究課題にたし、するひとつの準備的考察として，ともかくも大

戦中のアメリカ経済の動向と実態を整理しようというこころみの一部であ

るO 資料や時間の関係で，いちおうの整理としてもなお不十分な点がすくな

くないが，他日を期したい。

第2節大戦への接近

1 

第 2次大戦がいつから， ~ 、かなる事件を契機に開始されたかについては，

いくつかの議論があるO 同様に，アメリカの大戦への介入の時期，戦時経済

への転換の時期を明確に区切ろうとすれば，論者により解釈が異なりうるだ
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ろう O

われわれは一応， 1940年末~1941年春を，アメリカ資本主義の戦時体制へ

の転換期だと解する。 1940年 5月に，ノレーズベルト大統領は，政治・経済に

おける国妨体制!の居期的推進を議会に要請するとともに，国訪法を通過さ

せ，園初会議を設置したO そして 7月からの新財政年度に，爵妨計画が軌道

にのりはじめるのであるが，おいおいあきらかにするように，アメリカ経済

構造が全体として軍需生産に傾斜し，それによって支えられるようになるの

は， 1941年にはいってからとみるべきである O

1940年末にいたるまでのアメリカ経済は， 30年代半ば以後，徐々に軍事色

をつよめていたし，対外関係においても，対アジア，ラテ γ ・アメリカ政策

の推移や中立法の数次にわたる修正などにみられるように，ニュー・ディー

ノレが;まんらいもっていた内政中心主義を対外干渉主義にうつしてきたので司あ

る。とくに1937年恐慌につづくあらたな政策の編成，ヨーロッパにおける危

機の深化と39年 9月のヨ{ロッパ戦争の勃発が，転換への大きな契機になっ

たことは否定できなし、。だが，その過程のうちにはつねに戦争に接近するこ

とへの鴎踏がともなっており，本格的な軍需生産なり戦時体制jにただちにふ

ふきれるような状態、ではなかった。

このような状態は，当時のtIt界情勢からみれば，いちじるしくたちおくれ

たものだったといわざるを得なし、。この点はあきらかに当時のアメリカの特

徴であるO だが同時に，こうした轄踏やおくれにかかわらず，戦争は客観的

にアメリカ経済に強力な刺戟と科潤主どもたらし， 37年恐慌後の閥復を確実に

戦時体制lに近づけて行ったのである。

まずわれわれは，その過程をおさえておく必要がある O

2 

1937年恐慌以後のアメリカ経済の回復過程を把撞しようとすれば，必然的

に37年恐慌そのものの性格をあきらかにする必要が生ずるし，それをおこな

うためには，ニュ{・ディール全体の構造なり本質を解明しなければならな
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いだろう O 本稿はそうした諜題に十分立ちいる余裕がなし、。わが国のニュ

ー・ディーノレ研究は最近ょうやく本格化してきたばかりであり，また37年恐

慌についての分析は皆無といってよい状態だから，いずれにしても，ここで

十分なことはいえないのであるO

1930年代にはL、り，政府の対政支出規模は飛躍的にふえた。もっともその

規模コ，たとえば国民所得の 12~14 %程度であり，現在の工業諸国の水準

(アメリカでは 20%台，日本では 15~16%) にくらべると低し、。しかしその

内容には大きな特徴がある O 第 1に，歳入を上廻る巨額の赤字スペンディン

グがあり，その財政赤字は1933~40年の総歳出の41%に達した(財務省年報

ヂよる〉。赤字支出(霞告を〉の資金源l主主として金融機関にある膨大な

遊休資金であった。アメリカ銀行業の支業務は，1920年代の民間証券市場との

関連業務，貸付業務から，30年代に閤蟹投資中心の業務に顕著な転換をみせた

(留置投資は 1920年代に全貸付・投資の数%を占めるにすぎないが， 30年代

には30~40%に達した〉。第 2 に，歳出の内容は「救務支出」が主であった。

財務省の報告によると， 1933~40年における財政支出総額の内訳は，失業救

済 26.5%，農業救済13.0%，老兵年金12.3%，1+1への社会保欝交付金 2.0%

と，社会保障的支出が全体の過半を占めた。その他には，宿防12.8%(主と

して 30年代後半に支出)，公賓利子11.6%などがあり，いわゆる公共事業支

出は全体の11.1%にすぎなかった。

要するに， 30年代前半から中期の経済政策の基調は，一方で金融機関にあ

る巨額の過剰資金を商家の手に吸いあげ，他方でその資金を救済支出など，

個人や農業を対象とする支出に向けたのであるO それは各所で渋滞した再生

産のながれに，潤滑油としての一定の役割をはたしたで、あろうが，実際に30年

代中期の上昇にどの程度貢献したのかを，正確に評価することはできなし、。

ともあれ， 30年代中期に，アメリカ経済にはあきらかに回復のきざしがみ

られナこ。

この場合の回復にはいくつかの特徴があり，第 1に，回復はまっさきに価

格水準の上昇となってあらわれた。もともと基幹部門では生産の後退に比し



58 (58) 経済学研究第17巻第1号

て価格は硬直的だったから，基礎原料価格の上昇は賃金率が史上最高となっ

たのとあいまって個別的な企業活動にたし、する大きな庄力となった。 30年代

中期から政府の「反独占政策Jが強化されざるをえなかった主なる理由もこ

うした点にある。第2に，産業部門別にみると， ¥， 、わゆる軽工業部門における

回復が顕著で，鉄鋼，自動王手，運輸設備など，中心的な産業部門でもっともお

くれていた。たとえば1935年までにいちはやく 29年水準を国復ないし凌駕し

たのは，板ガラス，製紙，化学，タバコ，皮革などであり，続いて37年まで

に回復したのは石油・石油精製，石・粘土・ガラス，印刷，繊維，食品，飲

料などであった(政府資料による〉。第3に，だが回復のおくれた重工業部門

でも 1936~7 年には長期の展望にたった設儲更新や合理化投資の準備がすす

んだ。鉄鋼業では!日設舗の魔楽，ストリップ・ミノレの採用，加工部門への進出，

群小企業の吸収がおこなわれ，それをもっと大がかりにおこなう予定で， 37 

年にはひざびさに大規模な証券発行がくわだてられた。自動車産業でも‘

G.M.経営のいちじるしい多角化， グライスラーの新技術導入や新スタィ

ワング開発がかなりの成果をあげはじめたのであるO 鉄鋼，自動車，石油，

ゴム，ガラスなど諸産業の製品の密接な連撃が確立したのもこの時期での過

程であって， 1920年代にはなお，基幹産業と新興産業との構造的な結びつき

はよわいのであるO 第4に，こうして回復は，総体としては，在庫投資，設

備投資のいずれをも 1920年代水準まで上昇さぜたが，その投下資金の配倒的

部分は企業の内部留保であり，そのうちでも減価償却積立金であったo 37年

には銀行貸付をとうして企業との直接的な関係、が部分的に復活し，また資本

市場も借換発行を中心に一部活況を示したが，全般的に企業の外部金融の国

復はごくよわし、。第Sに賃金率は上昇したが，“失業者が大量に存在しており，

大統領報告によると37年恐探の直前ですら 700万人をかぞえたO もっとも雇

用の絶対数は1929年水準を上廻ったのであり(1923-25 = 100とする

は 29年出108，37年=112)，この時期の失業者については，人口増加，雇用

構造，統計方法などの変化を念頭において評価する必要があろう。(1)

嬰するに，この回復は，ある論者が指摘するように，多分に在庫投機



第 2次世界大戦におけるアメリカ経済の軍事化への転換森 59 (59) 

人恩給などからくる一時的需要，スペイン戦争およびヨーロヅパ再軍備にと

もなう震料の蓄積，赤字支出からくるイ γプレのおそれ，ストライキなどを

考震ませる買いこみ等々を根拠にして〉または短期的投資行動にもとずくもの

であり，かつ，産業部門ごとに不均等なものではあったが，同時に，構造内

部からくる本格的な回復のカがみられたことも否定できなし、。当時，アメリ

カの生産設備は全般的に老朽化しており，その置換は異常におくれていたか

ら，起動力があたえられば，全面的な設備の置換，新投資が生じて，スケー

ノレのひとまわり大きな経済構造に発展する潜在力が十分にあったというべき

である。ω 事実1937年中頃にかけて各産業の動向には，そのような準備のう

ごきが顕著に認められる O

だがそれは，本格的に発現する以前に1937年恐慌としてふたたび瓦解した

のであるo37年恐斑の契機なり要因として，たとえばK.D. Roose は数十に

のぼる項目をあげ検討しているが，(3) ともあれ，それが結局， 30年代前半の

〈またはニュー・ディーノレの〉政策と経済活動の効果と限界を示す決算であっ

た面を重視すべきであろう。上に示唆した設備の全面的，一挙的な置換，拡

大は，大戦経済への転換によってはじめではたされることになるO

(1)以上，主としてアメザカの官庁統計によるほかD.Creamer & Others : Capital 

in Manufacturing and Mining. 1960.小松聡「ニュー・ディーノレ政策とその経済

的根拠J (東京教育大学「経済学論集J1965. No. 2)などから資料を得た。

似たとえば狂.G. Moulton は1920年代の設備の老朽化を示す指標として，次の数

字を挙げている。 (H.G. Moulton & others: Capital Expansion Employment， and 

Economic Stability. pp. 171…4) 

工作機械で10年以上を経過した設備の比率…一(1925年)44.%， (1930年)48.9o， 

(1937年)61.% 

鉄道機関車・車椀・....寿命の限界とされる20年以上を経過した機関車(1929年)

36.%， (1938年)69.% ，王手車部の方は1929~38年に総能力の225'6を廃楽したが，

なお20年以上を経過したものが45.%余を占めた。

発電設備で、も，全体の60，96が寿命を終えて置換の持期に透していた。

(3) K. D. Roose : The Economics of Recession and Revival 195，1. 
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3 

1937年末から38年にかけての恐慌が，ただちにアメリカ経済をして，

化こそが回復への途だと自覚させたわけで、はなし、。それにしても 37~38 年

は，ただ経済を後迭させただけで、なく，アメリカ社会・経済の軍事化の契機

にもなっ7こ。

第 1に，この期を境Iこ，最高裁が基本的にニュー・ディーノレ支持に転じ，最

賃制，ワグナー法，社会保障法の合憲判決があり，外交閣でも中立法の諸改正

に反対する訴訟は，最高裁によりすべて却下された。ニュー・ディーノレ政策に

いわば真っ向から対立していた裁判所のかかる軟化は，なによりも， 1936~37 

年の回復を背景に国民のニュー・ディーノレ支持が臣倒的にたかまったことを

反挟している。ルーズベルトは1936年の大統領選に記録的な大勝をおさめ，

しかもこの選挙ではじめて，労働組合(CIO)にルーズベノレト支持の政治活動

をおこなわせたのであるO その後の37年恐斑で菌民の政府支持がそこなわれ

たという面はないとはいえないにしても，むしろ以後の政府の独占批判なり

対外干渉への傾斜に，国毘世論は比較的容易にしたがうようになる O つまり少

挙国一致への足がかりが，この期間に大巾に前進したというべきであろう O

第2に， リセッションに際して/レーズベルトは反独占宣言をおこない，独

占の高錨格，生産制限が後退をもたらしたと非難し，その実態を調査するた

めずNEC(国家臨時経済委〉を設けた。だが同時に， 37年恐慌後のニュー・

ディーノレ経済政策は，従来の「救済J中心から，より体制的な支出政策を主体

とし，実質的な独占優遇の度合いをつよめた。独占企業はニュー・ディーノレ

政策に敵意、をもち，軍拡政策にも非協力的だったが，こうした政策が独点

企業に好影響をもたらすことも徐々に理解されはじめた。この時期をとらえ，

/レーズベルトは，一方では，世論を背景にする独占批判と Lづ手段で，彼ら

にたいする政策の指導性をつよめ，他方では，彼らに譲歩をあたえるポーズ

をとりつつ独占との協調を回復した。それはもっと後までかならずしも円滑

にすすまなかったが， 37年恐慌とその後の数年がそうした額向をすすめたこ
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とはあきらかである O

第 3 に，産業は 1936~7 年の景気回復があっただけに， 37年恐慌によって

いっそう拡大された規模で、遊休設備をかかえこむことになり，また大量の失

業者を生みだしたし，さらに経済政策が直接に産業構造をとらえはじめると

必然的にその重化学工業化を促進したということもあって，大戦車前のアメ

リカには，軍需生産を一挙に大規模に開始するための巨大な潜在力が形成さ

れたのである O この点を抜きにしてアメリカ経済の軍事化の問題を語ること

はできない(この点の詳細は後述〕。

国内構造に上の転期が生じかっヨーロッパ，アジアでの危機の深化とあ

いまってルーズベルトの対外政策は 1937~8 年を境に急速に高姿勢となり，

国内世論を外に向けさせようとの積機的な努力が開始されるのである。

1930年代半ばまでの政府と議会の基本的態度は，むしろ，アメリカの企業

がヨーロッパ危機に経済的に接近するのを阻止し，みずから閣内政策に専念

するということであったo 1935年 8月の第 1次中立法， 36年 2月の第2次中

立法は，侵略・被侵略国を関わず，海外への武器禁輸の権限を大統領にあた

え，事実この中立法は，イタリアのエチオピア侵入，スペイン内乱にたいし

て適用された。

第 1次中立法のさい，ノレーズベノレトは石油などの道徳的禁輸をも勧告した

が，ニュ{ヨークの海運業と石油産業はつよく抵抗した。石油は結局，屑鉄

とともに1940年まで禁稔措置をうけず，中立法の最大のぬけ穴となる O イタ

リア・ユチオピア戦の際には大量の石油がイタリアに輸出された。また，ス

ベイン内乱への不干渉政策がドイツ，イタリアを背後にもつブランコ箪を大

いにたすけたことも指摘されている。ω

それにしてもアメリカの財界は，総じて中立法を支持し，戦争への接近をき

らった。この時期，大企業はしばしば大衆よりも反戦的であり，平和運動家た

ちは産業界の大きな支持をうけていた。ぎやくに，親ノレーズベ/レト色のこい労

働運動内部には反戦運動がそれほどひろがらないのである。大資本の反戦同

軍事化反対は，しばしばアメリカの伝統的孤立主義で説明されるが，第 1次
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大戦の時と較べてみても，かならずしもそれだけでは説明できなL、。第 1次

大戦時には孤立主義，中立主義はむしろ大衆の中につよく，大資本家は政府

に先がけて積極的に協荷関側に接近し，こうした経済的な接近を経たのちに

政治的参戦の気運が生じたのであるoR. N. Strombergによると， 1930年代

後半の独占資本家のス戸ーガンは， r利潤のために平和を /Jであり，彼ら

は，営業の自由が政府の統制によって侵害されており，それがいっそう強化

されることをなによりも嫌い，また戦争が恐慌と社会主義の生みの裁である

という認識からして反戦となったのであり，それが当時の孤立主義思想想、と結

合したのだという O〈ω2幻) I戦争が防げるのでで、ありさえすれば，われわれiは土あら

Lゆφる貿易，海外投資の禁止も受けいれるベきてで、A島うるJ(1凹93話6圭年手 9月

ZβIII問eof Wall S白tr詑ε白告et"コ)I東洋の，靖i情育勢はわれわれに経済的幸邪利IJ益をもたらすと

いうよりは戦争の危検宅をどもたらすJ(1扮93訪6年1凶O丹，同)Iわれわれの海外での

物質的利益は大きいだろうが，しかしそれは関富にとってなにより大切だと

いうものではなL、J(1937年 9月“ Journalof Commerce")等々という論 a 

調が相次いだf〉

(1)分析の視点がやや異なるとはいえ，尾上一雄氏による以下の一連の論文は，ニュ

ー・ディールから第2次大戦に接近するアメリカの対外政策の推移を知るうえで

有益である。[""第2次大戦直前までのド、ノレ外交とアメリカ資木主義J (成城大学

経済研究5号， 1956年 2月) [""孤立主義の放棄とニュー・ディーノレ(1937~39)J

(向7号， 1957年12丸)[""第2次世界大戦の接近とニュー・ディーノレJ(向8・9

号， 1958年9月〕。

(2) R. N. Stromberg : American Bt凶 ine田 andApproach of War. 1935~41. (The 

Journal of Economic History. vol. 13. 1953. p. 63) 

(3) ibid.， p. 65 p. 67および p.67の注 39.

1937~38 年をアメリカ対外政策の大きな転換期とさせた誼接の刺戟は，

の緊迫というかたちで、外部からあたえられたというべきであろう O

1937年 5月に第 3次中立法が成立したが，これはあきらかにヨーロヅパ

を反挟したものであり，その内容には， ・方で武器禁輸を無期限に規制する

消極的態度とともに，他方で， 39王手 S月までの期限付で「現金敬引及買付侭IJ
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輸送条項J(武器以外の軍需品の輸出は，引渡し以前に現金で、支払われるか，

アメワカ以外の船舶で輸送される場合のみ合法〕がとりいられた。これは閣

内における孤立主義勢力と，棉花，石油，金麗なと、の輪出減退をおそれた人

々との妥協の産物だったともいわれる O この条項は，制海権のあるイギリス，

プランス側に有利とかんがえられた。ω 他方，アジアに対しては，この中立

法の適用は日中戦争に日本を利することがあまりに明白なため，ノレーズベル

トはこれに中立法な適用しないこととした。だが日本がもっとも欲していた

石油と屑鉄にはなんら輪出制限がないため，日本はこの年，未曾有の貿付け

をおこなったのであるO アメリカから輸出されたかかる原料が，極東での日

本の戦争遂行の主要な武器となっていることを，当時のアメリカの新聞はセ

ンセーショナ きたてているJ2〉

1937年10月，ルーズベルトは有名な(賄離演説Jをおこない，世界の侵略

者を平和愛好の諸国民と協力して隔離せよと述べて，外交面での高姿勢をし

めした。ルーズベルト自身は，隔離演説は中立法の「廃棄Jではなく「拡張Jだ

としたが，(3) C. A. Beardは「この演説で，ルーズベノレトは， ヨー戸ツパの

戦争にたいするアメリカの中立政策を公然と破ったJと述べ，∞また， Strom-

bergは，賠離演説は大統領がインターナショナリズムに転ずる観測気球と

してあげてみたが，まだ資本家には歓迎されなかったと述べている。∞ 1937

年12月に提出されたラツドロウ憲法修正案(戦争宣言は国民投票を要する〉

は僅差 (209:188)ではあれ下院で否決されるなど，いずれにしても， 37年

は外交政策の性格が大巾に変じたと認められたのである O

(1)尾上，官官掲「孤立主義の放棄ニュー・デイーノレJ161頁。

(2)当時のアメリカのアジア政策についてはH.Feis: γhe Road to Pearl Harbor 

1950. (邦訳「太平洋戦争前史J)などにくわしい。国防省顧問であったれ1Sは

この考察で，当時のアメリカの対日政策の性格は，③アジアa危機に介入するこ

とはアメリカにとって益よりも犠牲が大きい，②中日戦の展開，永続にともなっ

て，認本の国力が消耗し，国内の反日が機大するだろうという見通し，③日本の

敗北は，アジアにおける共産主義の障壁を絞壊することになるというおそれ，こ

の三回から規定されたという〔邦訳，第1主主)01937年7月，極東問題にかんする

公式声明(ワシントン条約の遵守と不可侵)， 37年11月，ブリュツセノレ会議でとっ
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たアメリカの消極的態度などは，上の意図の外交的表現だったという。

(紛れis:ibid.邦訳16頁。

(4) C. A. Beard: President Roosevelt and the Coming of the War. 1948. pp. 6~7. 

(5) R. N. Stromberg : op. cit.， p. 67. 

つづいて1938年の大統領の年頭教警は，公然と箪備拡張を主張した点て、画

期的とされる O ここでルーズベルトは，海外での畏略の危機の増大を指摘し

て，軍備強化の必要を強調し，予算教書では具体的措置として37財政年度 9

億9130万ドルの器防費支出を要求した(園防予算はその後，年度内に補正さ

れて，財政年度の実額は11億ドル余になった)01月28日には海宝容を中心とす

る軍拡特別教警が提出され 5月には下新ヴィユ〈ソソ案Jとして知られる建

離法が議会を通過した。新ヴィンソ γ案は1934年のトランメノレ・ヴィンソン

案(ワシントン・ロ γ ドン両海軍条約にもとずく建艦計画〉を日本の条約破

棄回無制}隈軍拡に対応させて修正したもので，従来の補助艦中心主義を大艦

巨砲主義にあらため，世界最大の艦隊建設を目標に10億9000万ドルの予算を

組んで1948年までの完成をめざした。(1)きたるべき大規模な戦争は大艦巨砲

による海軍戦だと当時はかんがえられており，軍需の比重が航空機に移るの

は大戦に突入して以後のことである O

1938年における世界政治の破昂的な諸事件のうちでも， 9月のミュンヘン

協定がもっとも危機感をもってアメリカに受けとられた。ミュンヘン協定の

前後におこなわれた世論調査(ギャラップ〉によると，英仏に食糧を売るこ

とに賛成の意見が，協定以前57%→i協定後82%，軍需品を売ることに賛成す

る意見が前34%→後57%に上昇した。ω 資本家の意、見もミュンヘンに関する

かぎり平均的な世論に近づし、たといわれ，たしかにヨ{ロッパへの「おせっ

かいJに反対ーする意見はつよかったが，他方で軍錆拡張や対款接近を擁護す

る資本家団体も一部に出現したのであるom資本家団体の中での孤立主義の

後退には38年の経済不況が作用しているともいわれるが，その側面をいま正

確に評価することはできなL、。この時期には孤立主義の主張にしても，国連

中心の集団安全保障体制には依然反対するが，自衛Jの名目で，政府の国
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防充実計画には賛成するという方向が生まれてきた。ω

ヨ-pッパ危機にたいするアメリカの介入が親イギリス，反ドイツとなっ

た根拠は，かならずしも第 1次大戦の場合と同じとはいえないであろう O 第

1次大戦前夜にはアメリカ圏内に 1000万人以上のドイツ，オースト Pア，

ハンガリー系の移民や，グ{ン・ロープのごときドイツ系大資本があり，

実，ドイツ{測に味方する勢力がアメリカの参戦をおくらせる大きな要因にな

った。∞それでも最終的にアメワカが協商国側について参戦した根本の理由

は，モルガンなどニューヨーク資本集団の英米資本関係が独米資本関係より

もはるかに強力だったことにあるというべきであろう O 第 2次大戦前後には

事構はL、ささか異なり，第 1にアメリカ留民は人種や出身地を関わずすで1こ

アメリカのナショナリズムを確立しており，第2に南大戦間におけるアメリ

カ資本の役割からして (30年代のドイツのラテン・アメリカ進出がアメリカ

に脅威をあたえたという事情などがあるにせよ〉経済的に対独よりも対英己

接近せねばならぬ必然性はよわし、。しかるにこの時期には，ヨーロッパ危機

に対するアメリカの関心のたかまりは，ただちに英仏への精神的，物質的接

近を意味したのであるO つまり，そこには何らかの意味で，世界政治の諸関

係，ナチス・ドイツの行動がアメリカ資本主義にあたえた印象，恐怖が大き

く作用していることを認めざるを得ないで、あろう o 1938年11月には英米通商

協定が結ばれ，相互の関税率を引下げて軍需品など，物資の相互交流を期し

た。閉じ月に米加協定も結ぼれている O

アメリカ資本のうちにはドイツ資本とのつながりのあるものもいた。合成

ゴム，人造石油，光学器機，マグネ γユーム，カーバイトなどは， ドイツで

発明され，その製造・販売の特許権をドイツの資本が握っていたこともあっ

て，特許権協定や生産・飯売協定を結んでいる場合が多かった。 1938年にイ

ギリス政府は，ニューヨークの TheBeryllium Corporation がドイツのジ

ーメンス・ハノレスケとの間に，イギリスにベリザュ{ム(航空機用〉を販売

しないという秘密協定を結んだことを非難した。連邦取引委員会の反トラス

ト部が後に調査したところでは，アメリカの航空機会社は戦斗機製造に関す
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るドイツとの協定によって，アメリカでの生産は北アメリカでのみ販売しう

るとされていた。この協定にしたがってアメリカ企業は1936~9年にかけて，

海外からの受註を拒絶していた。ニューヨーグの Bausch& Lomb Opitical 

Co.は対空ファインダー，潜水艦用潜望鏡，戦斗用艇ファインダー，をアメ

リカの軍隊に納入する際， f蕗格のうちにドイツ資本に支払うパテント料を含

んでいることがあきらかにされた。 GeneralElectric Co.は 1928年以来ク

ルップとの間に hardmetalに関するパテントをプーノレし， クノレップの

ないかぎりアメリカにおいて他の企業が製造できなし、との協定をむすんでい

たっ 他方 lightmetalについては AluminumCo. of Americaが1.G.ファ

ノレベンとの間に生産協定をむすんで、いた。こうした協定はアメリカの溜防生

さまたげたし，政府は次第にドイツとの資本関係を危供するようになっ

たが，当時それを阻止する手段はシヤ…マン法による反トラスト規定と道義

的制約以外になかったのである。緊急法によってそれが完全に規制されるの

は1940~41年以後のことである。ω

アジアにおいては1938年になお対日清鉄，スチーノレ，石油の取引i土さかん

におこなわれていた。ただその他の箪露関係資材は「道義的禁輸Jによって

取引がし、ちじるしく低下した。法律によらず，道義的に輸出を規制するこう

したやりかたは，外交戦におけるかけひきの主要な手段として利用されたの

る。このほか， 38年12月の米支銀協定，対支那農産物輸出にみられるよ

うに、中間支援がこの頃から徐々につよめられる O

中南米諸留にたし、する政策にも，この時期には顕著な変化がみとめられる O

1938年 2月には第8回汎米会議が開催せられ，米外|共同防衛にかんする，い

わゆるリマ宣言が採択された。そもそ屯ニュー・ディーノレの汎米政策は，い

わゆる「善隣友好j合基調とし，政治的には不干渉，経済的には互恵通商に

よる自由な貿易の拡大と輸出入銀行資金による資源開発援助をうたってき

たが，世界経済のブロック化の進渉につれ，その理念は性格を変じた。とく

にラテン・アメリカ貿易にたいするドイツの攻勢がはげしく，アメリカの既

得地位までおびやかすにおよんで，汎米主義は政治的，外交的側面からする強
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制をつよめざるをえなくなってくるのであるO この点は， 39年のパナマ会議，

40年のノ、バナ会議，42年のリオ会議などでいっそう顕在化するのであり，ドイ

ツのみならず，イギザスの中南米進出をも駆逐(1941年 9月，武器貸与などを

取引材料に英米貿易調整協定が結ばれる〉しつつ，中南米の全面的掌握へと

積極化するにいたる O また，こうした推移のうちには，アジア情勢の悪化につ

いて，アメリカが従来アジアに依存してきた資材〔ゴム，錫，麻，マ γガンな

ど〉の補給を中南米にきりかえて軍需生産への基礎がためをするという意鴎

も明確にうかがえるようになる。かかる政策には矛盾がなかったわけでな

く，中南米諸国のアメザカにたいする不満，数ヶ閣の米州共同体制からの脱

，アメリカ生産物と中南米諸国の生産物(とくに農産物関係〉の競合，など

の問題が生じたが，それにしてもこの期を境に，汎米主義は対栃軸断交に向

けてうごきはじめたし，中南米貿易に点めるアメリカの比重は， 1938年，

輸出の30%，輸入の40%から開戦までtこ急速にたかまって行くのであるom

(1) 1沖野湾一郎「戦争とアメリカ資本主義J1931王子， 79~81頁。

(2) A. Nevins : The New Deal and World Affairs. 1950. p 160. 

(3) R. N. Stromberg : op. cit.， pp. 68~9. 

(4)尾上，前掲「孤立主義の放棄とニュー・ディーノレJ166~7 頁および Stromberg:

op. cit iこよる。

尾上一雄「アメリカ金融資本主主主と第 1次役界大戦J (成城大「経済研究3号j

1955年2月〉などをみよ。

(6;以ーとは，主としてす.Arnold & F. S. Livingston: Antitrust War Policy and 

Full Production. (Harvard Business Review. 1942. Spring)によっ?ニ。

(7) 当時のアメリカの中南米政策につき邦語で警かれたものとして，三菱経済研究所

「米国戦争経済力の基礎研究J(1943年)，昭和研究会「ブロック経済に関する研

究J(193ヲ年)，楊弁克己「アメリカ帝国主義史論J(1959年)をあげておく。

4 

1939年 8月23日，独ソ不可侵条約がむすばれ， 9月 3B，イギリス，プラ

ンス両国が対ドイツ宣戦を布告した。それに先立ってルーズベルトは， 1939 

の年頭教書で，もはやニュー・デイ-/レによる閣内改革の時期は終ったと
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のベ，国防経済への移行を強調しているo 39年 6月，イギリス・ゴムをアメ

リカ棉花と交換する英米パーター協定， 7月，沼米通商航海条約の廃棄 0940.

1.26から発効)， 8月戦時資源局 (WarResources Board. W. R. B) 

などが相次いだ。 5月に第 3次中立法の「現金及び買付仮IJ輸送条項jが時効

となり，一部のアメリカ資本家は，非軍需品という名目で重要資材を交戦闘に

流していることが指摘されたo Jレ{ズベルトはこの機会をとらえ，中立法を

修正してアメリカ兵器を交戦諸国に売却できるようにしたL、と提案したが，

上院外交委員会で12:11の僅差で、たなあげにされた。 WRBは，局長にU.S.

スチーノレ社長の E.R. Stettinusを据え，ほかに 3名の資本家を加えて(労

働者代表はふくめなL、〉産業動員計画を作成させたが，ルーズベノレトは11月

までに報告を提出させ，それをにぎりつぶしたうえ，後述するように新設の

簡防諮問委員会に機能を移管してしまった。ルーズベルトが最初の軍需生産

統制機関ともいうべき WRBにかかる処置をとった理由については，彼が箪

モノレガン・グ、ノレ{プに支配されるのをおそわしたからだという

WRBに大多数の資本家が反対し，協力を得る見通しが立たなかったからだ

とL、う意見，さらに，ノレーズベルトは最初から WRBを実質的には重視して

おらず，資本家を自己にひきつけるポーズをとったにすぎなかったのだとか，

経済軍事化にともなって生ずる非難を資本家倶Ijに蔚がわりにさせようという

意留があったのだともいわれている。(1)

ヨーロッパ開戦にともない，資本家は戦争にまきこまれることの危倶を各

所で表現したが，そうしていながら同時に 9月を境として経済活動はいち

じるしい活況を呈した。後述するように，株価は急務し，生産の成長は抱の

どの時期よりも急速で， 37年リセッシヨンからはじめて本格的な回復が開始

されたかにみえた。だがそれを歓迎する論調はあらわれず¥むしろ軍需イン

フレを警戒し，また政府の統制強化をおそれる論調がつよまったのであ

るO 多くの資本家が，政府の介入をおそれで，需要の急増にもかかわらず倍

格の据置を表現したO だが価格水準は急速に上昇した。(2)

資本家の意見は二分された。輸出業，海運業をはじめ，ヨーロヅパ戦争で
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誼接に利誌をうける産業では，輸出制限の撤廃を主張し，交戦区域輸送制限

に反対し，政府の穣穣策を支持したO だが多くの大資本家をふくむその飽資

本家は，景気の回復を回復とうけとりつつ，その現状のみを支持し，それ以

上に戦争に接近するようなし、かなる領向にも反対した。“Nations'Business"" 

“Commercial and Financial Chronicle" は孤立主義者と結んで反/レ{ズベ

ノレトの論揮をはり，他方“ Sphere"，":Magazine of Wall Street"はナチズ

ムの危換性を強調して，連合軍にたいする援助もふくめ，強力な対外政策を

主張する{Jl，1]にまわったのである。(3)

他方，労働運動の側には， 1939年に若干の漉乱が弓えられた。 C.L0 の急

速な拾頭によって， A.F.Lと C.L0 の力がほぼ措抗するにいたり，さらに

C.LO内部では J.L.lレイス，共和党支持者および共産党による反ルーズベ

ルト勢力とシドニー・ヒノレマンに代表されるルーズベルト支持勢力とが抗争F

していた。また景気の好転と労働運動内部の抗争を反映して，数年来でもっ

とも大規模な労働争議が生じた。ノレーズベルトはそうした状況を「上からJ

緩和する努力をはらい，妥協をみとめつつ，たとえば国防諮問委員会に労働

者代表を加えるなどの措置をとったのであるO だが同時に， 1939年 7月から

は，戦後タフト・ハートレイ法として陽の自をみるにいたった，いわゆるス

ミス法案の公聴会(スミス公聴会〉が開始され，資本家のまきかえしの場が

提供された。全般的にいって，この時期のルーズベルト政権は，労働者にた

L 、ずるよりも資本家を自己の側に引きつけるために腐心したといえる O 結局

39~40年には，共産党の戦術の龍乱歩J.L.ノレイスの退任もあって，労働運動

内部における反政府勢力は急速に後退した。

(1)以上の叙述では，いちいち文献をあげる煩をさげた。邦諮でまとまったものとし

ては，尾上，前掲「第2次大戦の接近とニュー・ディーノレJ，日.Feis前掲警，三

菱経済研，前掲望書など。

(2) R. N. Stromberg ; op. cit.， pp. 69-70. 

(3) ibid.， pp. 70-71. 

ヨーロッパ開戦の直後，臨時議会にたなあげ中の第4次中立法が再提出さ
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れて通通，11月4日に制定された。その主たる内容は，①交i戦思にたいする武

器，軍需品の禁輸を撤廃し，②「現金及支払{RU買付条項Jを金交戦国に適用

し，③「交戦区域Jのうち，大統領が指定して武器， のftl!.の補給物

資の輸送を禁ずることができる，というものであった。つまり，この意図式，

武器その他の輸出を一般的に認めておいて，同時にその武器が枢軸{閣になが

れないよう政治的に規討するところにあり，援英仏を実現しつつしかも

からは戦争の渦中に入らないという意、志の表明だったといってよい。ω 英仏

はこの新中立法成立をつよく歓迎したO 同時に，この新中立法を提出した

ピットマン上院議員は，提案主旨のひとつとして「こんにちアメリカ

と労働力は，はなはだ悲しむべき状態にあるので，これ以上わが患の輸出を

妨げるなら，わが罷の大部分が破産におちいるであろう Jと述べている

(1)三菱経済研:前掲雲 14-15頁。尾上:前掲論文など。

(2) ソ連ML研究所「第2次世主界大戦史J邦訳第2巻， 132-3頁。

1936年11月，ソ連・フィンランド衝突を機にアメリカの対ソ関係は悪化し，

40年 2月アメリカはソ連との外交関係を絶っとともに，フィンランド

債務の支払猶予をみとめ， さらに 1000万ドルの{昔款をあたえた。 1940

予算教書で提示された41財政年度の国防a費予算は凶器ドノレで全予算の 2割余

を占め，項目中最大となり，さらに40年 5月のルーズベルト「航空機5

生産プランJ演説， 10月第2歳入法の制定により，陸海軍守ぎから業者への前

払制度，趨過利得説，加速度償却の制度が導入された。

アメリカ政府が1939~40年の軍事化を推進したとき，その主隠は対独抗争

におかれていたというべきである O アジアにたいする政策はあきらかに対ヨ

ーロヅパ政策よりもたちおくれており， 1940年ですら，な

屑鉄，鉄鉱石などが日本に輸出されていた。 40年 6月，園防強化促進法(闇

防法〉が議会を通過し，兵器，軍需品をはじめ大部分の関連資材の輸出

統領の指令下におかれたが，その場合でも日本がし、ちばん欲していた石油と

清欽は除外され，むしろ対日外交の具として利用された。その後 7月下旬
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に石油，屑鉄とも許可制にきりかえられたかにみえたが，それは一部にすぎ

ない。国防諮問委員会 (NDAC)委員らは全面停止を主張したが，それが実

行されたのは年末になってからであった。ω

1940年 6月初日， National Association of Manufacturers はニューヨー

グ・タイムズに全面rt:告をの-lt，国防のためにその知能と資源を用いること

し，国家的統ーを呼び、かけた。この頃から国防計画の基本コースに反

対する企業家の戸はきかれなくなった。(2)

このように思防計画への反対が資本家の間から姿を消した要閣として，

①国防生産を中心とする景気回復がきわめて顕著になったこと，②ノレーズベ

ノレトの和解政策が効を奏して，軍需生産はむしろニュー・ディーノレ時代より

も画家統制の緒和をもたらずかに印象づけたこと， ③ノレ{ズベノレトが菌防

委，国訪諮問委などに産業家のリーダーを入れ，しかも彼らの主張にしたが

って，軍需生産拡大がもっぱら私的資本に刺戟をあたえ，政府投資がそれを

補足するというかたちで、出発したこと，などをあげることができょう c印こ

れを反映して，議会内部でも総じて連合国にたL、する接近度がたかまった。

もっともその反動として， 1940年 9月に，連合密接近に反対する「アメリカ

第 1主義委員会」が議会内に結成された。

こうして，政府，産業界，労働者の連帯は，まがりなりにも1940年頃まで

にかなりすすんだとみることができる O その成果は， 1940年11月の大統領選

をめぐる状況にも顕著に皮映された。そして， 40年後半にアメワカ経済L1:，

はじめて本格的な軍需生産に転じ，同時に主字国主義の様相を急速にふかめる

のである。

その転換の状態をみるまえに，以上のごとき大戦経済への接近過程に日げ

る経済諸指標の動向をまとめておく必要がある O

(1) Feis:前橋警の各頁。

(2) Stromberg: op. cit.， p. 72. 

(3) ibid.， pp. 74-5. 
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5 

K. D. Rooseによると， 1937年 9月から38年 6月までのアメリカ経済の下

落率は，史上たぐいのないものだった。この 9ヶ月間に工業生産は33%，な

かでも耐久財生産は50%低下し，利潤78%，国民所得13%，工業平均株価50

克以上，製造工業の麗用数23%と，それぞれ低下した。(I)1937年 1~5月平均

を100とする 38年 1~5月の工業生産指数は 63.3であり，なかでも自動車生産

は55%，鏑塊生産は62.2%の減少をしめした。∞こうした激烈な低下にもか

かわらず，この恐慌はほとんど海外諸留に波及しなかったO わずかに対英短

資流出，対英輸入減少というかたちで，イギリスの景気にある程度の作用が

あった。これは1930年代におけるアメリカ経済の対外関係の閉鎖性と世界経

済のブロック化の進捗によるものであろうが，到の面からいえば，他の主要

工業閣の景気上昇がすでにいちじるしい経済軍事化によって実現されつつ

あったことが重要であろう O

恐部は1938年 6月頃に底をついたのち，ゆるやかな回復の徴候をしめし

た。それはかならずしも，爵内の軍需生産というかたちでではなL、。

まず政策酒では， 38年 5月に資本利得税の大巾引下げが大統領の饗名拒否

をのりきって成立し， 6月，大統領のあたらしい赤字支出計画の声明につづ

いて，議会が公共事業費，失業救済，農業支出を増加する法案を可決し 7

月から，いわゆる「呼び水スペンディングJを主体にした新財政年度が開始

された。その状態は第 1表のごとくであり， して， 38年後期からの上記

3項目の支出増加が顕著である O 菌防支出の伸びは，それほどではない。ω

財政支出総額が閣員総生産に占める比重は 1割程度だが，しかし，公共支出

の意、義は財政支出のみでなく，政府金融機関の活動もふくめて考患しなれけ

ぽならなし、。それを第2表でみるo 1， 2表をあわせてまず目につくことは，

農業関係支出の顕著な伸びであり，その内容は，パリティによる価格支持，

作付面積の制限にたいする補償金， C.C.Cを中心とした農産物担保の貸付な

どである。これらは1933年農業調整法 (A.A.A)の違憲判決後にできた38年



第 2次役界大戦におけるアメリカ経済の軍事化への転換森 73 (73) 

第 1表連邦財政支出内訳*(193←40年) (100万ド)レ〉

1938 1939 
1936 1937 1940 

前期 後期 言十 前期 後期 計

国 防 支 出 980 985 535 575 1，100 595 695 1，290 2，634 

公共事業費料 1，185 1，005 375 540 915 580 550 1，130 839 

雇用・救済事業費 2，470 1，900 980 1，330 2，310 1，190 920 2，110 1，773 

恩給・年金・補助金 685 835 435 455 890 440 490 930 1，046 

百曲芝 業 一コ~一.ー 出 575 735 425 385 810 645 560 1，205 1，082 

部E 局 費** 475 545 280 345 625 335 425 760 869 

ぺご の {也 215 215 130 70 200 50 85 135 140 

幸日 子 795 515 455 9701 1，076 

5十 7，380 7，吋 ω判4，叩04，350 4，180 8，5301 9，460 

*連邦経常歳出にはこのほか，債務償還および信託勘定への移管部分がふくまれる。

林 1939年後鄭からあとには，公共事業費の一部が部局費に移されている。

Survey of Current Business. 1940. 2. p. 38.および 1941.2. p. 43.から作成。

第 2表政府金融機関の活動状況ネ(1938-39年〉

12月 1日現在 000万ドル〕

! 貸付・投
一 一1川9蜘3畔8昨年 l司習守宝雪芸2這完恥|

復輿金語融富会社(恨沢RFC引)及び I 1，汚7 I 一1臼5 I 1し，臼4
公共事業局(伊PWA) ~，"" -<C' 1 

宅住関係

偶人住宅貸付公団 2，384 一220 2，250 

その他抵当貸付機関 380 65 425 

u. S. 住 宅 局 32 22 124 

震 農地抵当貸付機関 2，735 -113 2，596 

業 商品億用公団 (C.c.q 368 185 667 

関 差是 i也 保 全 局 179 56 257 
係 そ の f也 440 -16 600 

資

l前年から
の変化

I -163 
-134 

45 

91 

-140 

299 

78 

-17** 

-f:地方電化局 i 槌 55 I 183 I 95 

他 iその他 132 I -5 I 158 I 26 

5十 I 8，535 I 阿 川3 I 181 
*このほか，保険関係の機関， TVA.などがあるが，これらはほとんど貸付・投資

活動をおこなっていなし、。

料統計の都合上，数字は合わない。

Federal Reserve Bulletin. 1939. 5. p. 366. 1940. 4. p. 299.から1'1=成。
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A.A.Aのもとでの支出であり，この新法によって，生産制限とともに，いっ

そう大規模な農産物の政府質上げが可能になったO 農産物の質上げ額(ヱヲ

1937年の2232万ドソレから， 38年5800万ドノレ， 39年 1鐙1000万ドノレと急増し，

そのうち，ヨーロッパの情勢を背景にした輸出計酪にもとずく購入は， 37年

100万ドノレ， 38年119万ドノレから， 39年2850万ドソレに躍進した。ω 当時の政府

による農業合理化政策のひとつが，農村電化計画として，公益事業部門の拡

大をおおいに刺戟したことも，見のがせないであろう O

公共事業については一見，伸びはそれほど大きくないが，

とあわせて絶対額が大きいし，これらが経済の全面的後退の時期に粥増した

ことに注意すべきであろう。たとえば，当時のアメザカの全建設活動 (Cons噌

truction) に点める公共建設投資の比重は， 1937年 36%，38年40%，39~43 

%と上昇しており，く5) 38年後半からの経済問疫がまず建設業からはじまった

ことを考えあわせると，その意、義はかなりたかL、と盟、われるO な:札かかる

公共建設のうち軍事関係とみられるものは， 1937~ 9年にはまだ数%にすぎ

ず，ょうやく 40年にはいって20%近くに急増したf〉

公共支出からはし、ちおう独自に，民間の製造工業では，航空機，造船部門

の拡大がし、ちじるしく，つづいて鉄鋼，製紙，石・ガラス，ゴム，繊維，石

油などの国復ないし上昇が， 38年後半のゆるやかな経済回復をささえた。も

っとも，航空，造船の場合には，すでに政府の諸政策が大きな役割jをはたし

ている。こうしてみると，航空，造船は経済主事事化の先端を担う産業である

し鉄鋼生産の増加には海外への輸出土設が大きな比重を占めたし，製紙は輸

出と新聞紙の増加が主体であり，さらにゴム，石油〈燃料治の増加がLぺ》じ

るしLうとならべてみると，これらが世界政治の危機に少なからず影響され

たものであることがうかがえるのであるO

Survey of Current Business誌は， 1938年後半からの回復を要約して，そ

れは一方で“ConsumptionRecovery丹とでも名づけうるような消費支出の

増加であり，もう一方では公共建設を主体とする大量の発注によるものだと

しているomさらに，K.D. Rooseの前掲奮は，総入の減少にかかわらず輸出
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が相対的に高水準を維持したこと(ヨーロヅパ中立国およびヨーロヅパ以外

の国への輸出増が主で， 1938 年秋~39 年秋に17%増加した)，過剰資金と

融緩和政策とによって利子事が低下し民間投資に有利な条件をあたえたこ

と， 37年に発注されていた建設活動が実現されはじめたこと，なども上昇へ

の促進要因だとしている。ω われわれはそれを認めたうえで，なおこの間授

が，いくつかの間で閣内外の経済軍事化の進行と，まったく無縁ではなかっ

たことも指摘しておくべきであろう O

(1) K. D. Roose : op. cit.， p. 237. 

(2)東洋経済新報社:講座「恐慌giiUJIV. p. 123. 

(3)金支出に国防授が占める比重を第u交で計算すれば， 1938年14，96，39年15~ぎとな

る。ちなみにi可年のイギリスの当初予算では， それぞれ27，96，35，96で、あったヘ

* Federal Reserve Bulletin : 1939. 7. p. 553. 

(4) Survey of Current Business : 1941. 2. p. 17. 

(5) ibid.， p. 21の第10表から算出。

(6) ibid.， p. 21. 

(7) ibid.， 1940. 2. p. 4. p. 7など。消費購買が増加した大きな原因として， 30年代

に抑圧されてきた購買力が，危機の急迫にともない先を見越しての畏いこみとい

うかたちで発現したことがあげられる O 当時，賦払信用が急速な伸びをみせた。

(8) K. D. Roose op. cit.， var. pages 

1939有三 9月のヨー口ッパ開戦の国内への直接的な効果について， L. Hend日制

sonはJアメリカ市場にたいするヨーロヅパ開戦の彰響は即時あ

1次大戦の記1意一一需要，物資不足，インプレーーからはげしい購入の増加

が生じた。価格は急芥い夜爆が増加し投機ブームが生じ

用は年末までに10%増え，生産も上昇したJと述べている。(1)

ヨーロッバ開戦とともに株価は貿注文で急騰し 9 月 1~3 日に25%上芥

した。これは第 1次大戦と逆の現象であり，第 1次大戦の場合にはヨ一戸ツ

バにあるアメリカ証券(1914年 7月 1日現在で54信4000万ドル〉

開戦とともに殺到する気配があって， 1914年 7月3113~1l月 28日にニューヨ

{グ取引所は閉鎖された。第3次大戦の場合には，アメリカが資本輸出問、ヂ

転じていたことと，前大戦の経験からの予測にもとずく投機活動によって，
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資本市場が活況を是したのである(その後， ニューヨーグ取引所板場は若干

後退したまま安定した〉。

第 1図
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(注〉 発注，積送は左の指標，;t匡E震は右の指標で示す。
Survey of Current Business. 1941. 2. p. 9. 

工業における生産，投資活動は，この開戦を契機に恐慌後はじめての顕著

な上昇にむかった。だがその場合とくにいちじるしかったのは，多分に投機

性をともなった新規生産発注であって，第 1閣にみるように，それはごく短

期間に異常に増大したのち急落した。この期間には，鉄鋼業をはじめ多くの

部門で月間の製造桂文が設備能力を趨え，大量の未積送分をかかえることに

なった。価格面でも， 工業資材をはじめ顕著な値上りをみたが，(2) その点

は1936~ 7年水準に達しないうちに頭打ちとなり，それが以後の在庫投資を

比較的容易に推進したのである O

このほかヨーロッパ大戦の直接の刺戟は，輪出入の増加，金と資本の流入テ

公憤相場の急落，梢費者購買の拡大，等々として現出したが，それらは1939

年末までにいちおう上限に達したというべく， 以後アメリカ経済は， 40 4 

月にかけてふたたび若干の全般的な後退を経験する O 航空機，造船は例外だ

が，鉄鋼などはふたたび38年水準にもどるのであるO そして1940年中期からテ
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はじめて本格的な国内経済の軍事化を根拠とする上昇過程にはいって行くこ

とになるO

(1) B. Mitchel : Depression Decade. 1941. p. 371 

(2) 1939年 8 月 ~1940年 2月の工業原料の価格騰交をみると，騰責主幹のもっともはげ

しいのが，黄麻布の69%，学毛56.06'， 亜鉛53.06'などであり，このほか，木材30%

屑鉄29%，ゴム26%，鈎14%，鉛12%，錫8%，という状態であった。一般に輸

入依存度のたかい原料の値上りが大きいへ なお，こうした価格騰貴に7こいする

直接的な統制は， 1941年まで採られていない。

水 FederalReserve Bulletin. 1941. 3. p. 201. 

これまでの考察もふくめて，われわれは，大戦経済への本格的な転換の

前にあるアメリカ経済に，次のような変化が生じたとみることができょう O

第 1に，財政々策の内容と機能の変化である O まず支出国では， 1937年以

後，公共事業，襲用・救済事業，農業支出を主体としつつ規模をひろげた

が，その支出の内容には部分的に世界政治の危機の急追が反挟しているとい

うべきであろう O また国防支出の比重も漸増しつつある (1936年，全支出の

13% ，37年14%，38年14%，39年19%，40年28%)01940年以降国防費が急増す

るとともに，国防費以外の公共的支出そのものが国防経済と一体化するにお

よんで，財政支出ははじめて国内経済にたし、する強力な指導機能を確立する。

他方，収入面では課税率は1936年~39年にほとんど変化がないため， 39年

には前年の不況を反映して所得税収入が減少し新設された社会保障税がそ

れを埋めたとはいえ，支出土着にはおよぶべくもなかったので、ある O そのため

財政赤字は1937年の19.6信 わv，38年24.5億ドルから， 39年39.7億ドノレ， 40 

年38.3鰭ドノレと増え，累積されたοω

その赤字補填の策として財務省は，老令年金および失業保換金などの信託

基金からの収入増，政府金融機関への出資金の一部を商摩に返済さぜる措置

をとり， これは，かなりの成果があった。そのため，市場で公募された

公債発行の純増は， 37年15.2櫨ドノレ， 38年13.1億ドノレ， 39年15億ドノレ， 40年

19龍ドノレ程度にとどまった。∞これは1930年代前半の公皆純増よりもむしろ

{尽くなっている O それにしても， 1940年後半からの軍事支出の急増により，
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その後財政赤字は一挙に年間数百億ドルという水準に達したのであって，収

入構造と公{責処理についてもおのずからあたらしい対策が必要になってくる

}ヲ

屯コ。

2に，金融政策と金融機関の動態をみると，まず政府金融機関として伸

Zン只fこ町コLt -住宅関係で、あり，復興金融会社および公共事業局の活動規模

に;工ざしたる変化がなかった。後述するが，復興金融会社は1940年後半に戦

時金融の中核的機関と Lて改組され，以後いちじるしい伸長をみせる O

連邦準縮銀行をとおしての金融政策は，これまで基本的には，貸付の停滞

と金流入から生じた銀行の膨大な過鶏資金の処理問題にむけられてきた0

1933年トーマス修正法にした泊二って36年に支払準錆率の変更があって以来，

38年まで準備率の引上げ操作と， 36年12月の金不胎北(38年 2月に解除〉がお

こなわれてきた。この過程で，銀行は貸付の後迭を国器保有の増加にふりむ

け，銀行の主要業務がもっぱら国債投資に集中するの観を呈したのであるが，

こうした事J清を基礎に，連邦準錆銀行の公開市場における証券売買が，

統治IJ手段としての意、義をたかめることになった。ヨーロッパ開戦で長期公債

の価格が f寺的に暴落したとき，連邦準錆銀行は市場で S億ドノレ以上に畏い

向って儲格問復に大きな役割をはたしたが，それ以後，大戦を通じ

証券市場の状態、に介入するようになって行くのである。

商業銀行の貸付・投資の推移を第3表でみると，ヨーロッパ開戦時に例外

的に商工農貸付が増大した(それでも1929年の約半分の水準〉ほかは，貸付業

務は停滞しており，とくに証券関係業務(1920年代の主要業務だった〉が30

年代前半に引きつづいて後退をつづけた。他方，投資項目なかでも国積投資が

1930年代をつうじてめざまじい伸長をみせた。第3表と同じ資料で計算する

と， 1940年 6月現夜の貸付・投資は，貸付37%，投資63%であるO とくに当

銀行の国境保有の増加はまっさきにニューヨークの大銀行にあらわれ，

ニューヨーク市中銀行では貸付30%，投資70%である O この傾舟は戦時中に

いっそうすすむ。

3に'3一戸ッパ政局を反映した巨額の金と資本の流入があり，それが
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第3表 アメリカ主要101都市の加捷銀行の貸付・投資の増減
(100万ドソレ〕

1937.12~im.6~i938，i2~i937，126~i i 1939.i2~ ]940. 6~ 
1938. 6 I 1938.12 I 1939. 6 I 1939.12 I 1940. 6 1940.12 

弱。工。農業貸付 -673 -110 -10 520 30 635 

証 券 貸 付 -283 140 -217 13 -311 156 

〈了 の {也 貸 付 -1，362 16 -114 52 53 153 

計ー -1，067 46 -341 585 -228 944 

思 債 投 資 157 681 573 544 498 859 

その他投資(¥をチ1'1ふ0 地く方む債) 121 226 70 7 244 133 

言十 279 907 643 551 732 992 

総計 -788ω21 1，1361 山 1附

Federal Resrve Bulletin各号より算出，作成。

兵器廠としてのアメリカの地位をいちじるしくたかめたし，園内経済にも銀

行準舗の増加というかたちで、大きな影響をおよぼした。金流入は， 1934年か

らふえ， 34年一年間に11.3億ドル，以後17.4億ドル， 11.2億ドル， 15.9寵ド

ノレ， 19.7億ドル， 35.7億ドル， 47.4億ドルと，毎年増加しつづけた。その結

果アメリカの金保有量は， 1934年の40健ドル(世界金量の30%)から， 39年

の 176罷ドノレ (60%)に達した。この増加分 96億ド/レのうち， 31億ドノレは，

イギザス，フランスなどの中央銀行からの流入であり， 61億ドノレは南アフリ

カその他諮地域からの流入(イギリスが属領の金による支払をした結果など

による)，ら億ドノレが個人所有金の逃避的流入で、あった。∞とくに1938~40年

には，イギリスおよびその属領からの流入が80~90%を占める。ω イギリス

の金・ドノレ保有高は，開戦時の48.6億ドルから40年末の21億ドルに減少し

とくに金保有は20器ドノレから 3億ドルまで激減した。く5) アメリカへの金・資

本流入のうちには，アメリカからの資材購入によるものと同時に，大量の逃

避部分があった。イギリス政府は開戦後数ヶ月間でそれらへの管理権を掌握

するとともに，大量のアメリカ証券およびアメリカへの直接投資の処分をみ
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とめたがJのそれでも1940年末までに，イギリスの対米購買力はほぼ酒渇し

た。アメワカがそれ以後の商品輸出をつづけるためには，武器貸与法の成立

をまたねばならなかった。

金流入によって加捜銀行の準備金は1939年に29億ドル， 40年に24億ドルふ

えた。金ストッグの増加ほど準鏑金がふえなかったのは，通貨需要がふえた

こと，連邦準備銀行が外国預金勘定をつくって一部の金を吸収したこと，

連邦準備銀行が公開市場での証券販売によって金を吸収したこと，などによ

る。(7)銀行預金の増加もふくめ，加盟銀行の法定準舗は 9.7億ド‘ルの自然増

で過剰準備は14{意ド、ノレ増加した。 1940年 7月現在の過剰準備保有高は70億ド

ノレに達していた。ω だがそれ以後は，公債発行の急増，通貨流通高の増加，

取引の拡大によって過剰準備の伸びはとまり，ぎやくにこの豊富な準備金の

存在が戦時金融を支える大きな資金源になって行くのである O

第 4に，貿易構造ーにも顕著な変化が生じた，まず輸出入の絶対額は依然

1920年代の水準にはおよばないとはいえ，ω1930年代末から40年にかけてか

なりの回復をみた。輸出の伸びが輸入の伸びより大きく， 1930年に貿易黒字

は14億ドルと両大戦開の最大を記録した。だがその際注呂すべきは，ひとつ

は輸出入の地域分布の変化であり，もうひとつは，商品構成の変化である。

地域別にみた場合アメリカの 1920年代における貿易構成は，ラテン・アメリ

カ，アジア，イギリス帝簡内諮問が各々20%づつで，その他〈ヨーロッパ大

韓，アフリカなど)40%という見当だったが， 1938~40年の分布は第 4 表に

みるように，輸出入とも対英関係がいちじるしくつよまったこととヨーロッ

パ大陸の後退が特徴的である O 中南米とアジア(その他地域にふくまれる)

は輸入では措抗し，輪出はアジアの後退，中南米の伸長がみられるO アジア

への輸出のうち，航空機及び部品，鍋，鉄鋼半製品，棉花，綿製品，石油，

工業機械などはアジアを主要市場としれ輸入では，生ゴム，錫，マニラ麻，

黄麻，生糸，榔子治，桐油など，議要な戦略資材を含めてアジアに依存して

いたof10〉大戦の深化とともに，これらをラテン・アメリカに移動ないし代替

品を開発することが大きな課題になる O 他方ラテン・アメザカには従来から
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第4表アメリカの貿易構成(%)

1938年~年 1940年

前期|後期 I1前期i後期 前期i後期

地 大英 帝 国ネ 42.2 40，7 52.6 

域
ヨ ロザパ大陸 25.1 24.3 15..5 

翰 ラテン・アメリカ 18.2 19.9 19.3 
別 その他の地域 14.5 15.0 12.6 

商
軍需関係製品 17.8 17.2 21.0 23.9 33.3 42.7 

その他工業製品 49.2 47.9 53.6 47.2 44.3 43.5 

出 ロpロ 手島 花 7.6 7.4 4.9 10.1 8.5 2.2 

その他濃度物 18，7 20.5 14.9 12.3 8.8 6.5 
別 その他原料 6.7 7.0 6.2 6.5 5.0 5.1 

地 大英 帝 国 32.7 36.1 43.3 

事会 域
ヨーロヅパ大陸 22.8 20.0 8.7 

ラテン・アメリカ 24.8 23.7 24.8 
JJJj その他の地域 19.8 20.3 23.2 

商 戦 器各 資 材 15.3 15.0 16.0 20，7 22.2 29.3 

入 ロ口ロ
その他原料半製品 39.1 42.4 42.5 41，4 43.6 41. 7 

食濁 30.7 28.0 27.1 26，0 24.2 20.1 
JJJj cフbロ 成 品 14.9 14.6 14.4 11.8 li 9.9 8.9 

*エジプトもふくむ。

Survey' of Current Business : 1941. 2. pp. 52-4. 1942. 2. p. 51から作成。

工業製品を輸出して原料〈コーヒー，バナナ，砂糖，ココア，石油，木材)

を輸入する関係だが，金額ではそれほどないにしてもいわゆる戦略資材，

緊急資材(アンチモニグ戸ーム，マンガン，水晶，等々〉の重要性が土器

しつつある O

つづいて，商品別では1920年代後半の輸出構成がおよそ食糧原料40%，半

製品15%，完成品45%で、あり，輸入構成では，ヨーロッパから完成品，後進

地域から食料，涼料を輸入するという，総じて後進国的性格をつよく残した

構成であったのに対し(11)第4 る商品7:JIJ構成は輸出で軍需品及びその

飽工業製品を合わせて70~80%に達し，原料輸出が急低下し，輸入では，完

成品の輸入がし、ちじるしく減っているのである。
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地域別，商品別の変化は互いに関連しあっており，ヨーロッパ開戦と同時

に、ヨーロヅパへの輸出は急、増したカ入これら諸国は，食糧輸入をおさえて，

ドソレ支出を軍需品関係に集中させたのである O また，従来農産物の輸入国

だった北欲諸国への輸出が開戦によって杜絶した。したがって第 1次大戦開

戦時に農産物輸出が急増したのとは対称的に，プメリカの農産物輪出は棉

花，食物をあわせ， 1939年の 7億 8300万ドルから40年 3億 5000万ドルに低

ドした。もっとも農産物輸出はその後ふたたび増え圏内需要とあわせ農業に

も戦時ブームがおとずれるが，ともあれ，アメリカ貿易構造はヨーロッパ開

戦後にしてはじめて完全な意味での先進国型になったといわれ，この型自体

は戦時，戦後を通じて維持されるのであるO

最後に工業生産についてO 主要産業部門についての錨J3IJ的検討はのちにゆ

ずって，ここでは簡単に概括する。

1939年 9月のヨーロッパ開戦とともに，多分に投機性をともなって経済の

しそれが一段落するとその反動もふくめて1940年初期に若干

の後退が生じ， 40年中期から構造的な軍需生産への転換というかたちで，は

じめて本格的な上昇に向ったと L寸過程は前述した。 1940年中期からの上昇

が顕著な産業部門をおおざっぱにみると，まず航空機製造?造船業は39年か

ら後退なしに一貫して拡張しつづけ，石油，木材，製紙もほとんど低下なし

に上昇期をむかえた(もっとも木材，製紙の場合には季節的要国がふくまれ

ている)。機械，化学および鉱業の場合には，後退が比較的小さいままに幼

年中期以後の上昇に転じた。鉄鋼，繊維はぎゃくに後退がとくに大きく，そ

してそれ以後の上昇がとくにいちじるしかった部門で、あるO 自動車も後退か

ら上昇に転ずるが，大戦の進行にともなう生産制限措置によって，自動車産

業;工航空機および部品，ェ γジγ，機峡などの製造に転換して行く。

こh されつつ，軍需景気が開始された。 1940年の生産は史上

を記録し， 1935~39年目 100とする綜合指数は122で， 1929年水準を11%

上廻った。(12)その状態の一部を第5表がしめしている。またJ3IJの面から，

産業の拡張をしめすめやすとして，第6表のように雇用数の増加の製品別内
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第5表諸産業における生産拡大(指数) 1935-39=100 

ド93昨までのピiI 19291f I 19391f I ク年次と生産指数 I1四年 I1蜘年 I1凶年

がI ク…包」 機 116 (1939年〉

レーヨン製品 128 (1939年〕

ガラス。 コンテナー 114 (1937年〕

煙 草 110 (1939年〉

パルプ C 製紙 113 (1939年〉

お‘ ?治 (原油〉 109 (1937年〉

fヒ 寸-"4一 112 (1合37年)

主易 製 ロpロ 133 (1929年〕

石 ?出 1吉 製 111 (1939年〉

コ ム 消 費高 113 (1939年〉

1鳥 花 消 費高 111 (1927年〉

百日 工 食 ロζ2ロ 108 (1939年〉

]E鉛積送 ~圭可T 117 (1929年〉

議潟 塊 133 (1929年〕

~[J 別 o tll 阪 109 (1937年〉

1幾 械 130 (1929年〉

Survey of Current Business 1941. 2. p. 10. 

第6表 1937-40年の雇用数治加とその内訳

1937年平均の製造工業雇用数

1940年の米 グ グ

増 方自

部門別増加

航空機製造

造船
且ンジン製造

機 械

銅。錫その他

加工食品

鉄鋼

電機

アノレミニューム

化 学

10，273，000人
10，553，000人

270，000)¥ 

107，200人
58，100 
34，200 
30，900 
26，300 
25，200 
24，800 
22，100 
8，200 
6，500 

Survey of Current Business; 1941. 2. p. 31. 
および1941.3.pp17~18により作成。

176 416 

42 128 139 

75 110 115 

76 110 115 

90 113 122 

86 108 115 

99 '104 114 

133 96 169 

90 111 113 

96 113 119 

105 110 120 

101 108 113 

117 113 130 

133 113 143 

104 106 111 

130 104 136 

訳をみることもできょう O

表の製造工業以外の部門も

ふくめて，アメリカにおけ

る総麗用数は 1939~40 年

一年間に58万人増加したと

みられる O 麗用総数は1929

年以来の最高を記録した。

そのほか軍隊に吸収された

部分も少なくなく，したが

って失業数は1939年末~40

年末に150万人減少した。

それでもなお， 1940年の失
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業者は37年前半の景気上昇期より多かった。その理由は，当時労働者数が毎

年40~60万人の割で増加したこと，農業における雇用数の減少，

大によるとされるofIのだがこうした過剰労働力の存在は，間じく大量の遊休

設慌の存在とあいまって，アメワカが大戦経済に一挙に転換する

要素になるのである O

当時の産業の多くは，

世界的な危機の進展のなかで，

目的として行動したのではないが，

客観的には，いつでも軍需に流用でき

産に転換できるような構造を準備しつつあったといえよう O 重化学工業の拡

張自体が，軍拡への潜在力であった。鉄鋼業を例にとると，鏑塊生産:工1940

年初頭の抵落を入れても 1939~40年の 1 年間に26%増大(1929年より 7% ，

37年より 18%たかし、〉したが，その増加の55%は戦時下イギリスなどへの輸

出であり J14〉国内需要の方は造船，運輸設錆，機械部門との連繋をつよめつ

つあった。問時にながし、あいだ停滞してきた heavysteels 部門が再稼働さ

れ，自動車中心の lightsteelsの比重を低下させたこと，高性能の箪需資材

をつくるに不可欠な電気炉能力が拡張され，問時に遊休または廃棄されつつ

あったベツセマ一転肝が大最生産の要請に応じてふたたび換業をはじめ，平

炉中心のアメリカ鉄鋼業に変化をもたらしたことf15〉などが特徴的であるっ

そして設備磁働率は 1940年末までにほぼ100%に達し，以後，軍備拡張計践

にとっての陣碍として問題視されるようになる。

鉄鋼業にかぎらず，まず遊休設備の稼働というかたちで需要増に対処しよ

うとしたのは，当時の大産業に一般的にみられた現象であった。だが前にも

指摘したように，そうした遊休設備は高性能の設備が稼働されないでし、たと

いうより，物理的にも道徳的にもすでに時代おくれになっているようなもの

が圧倒的に多かったし尿働中の設備すら， 1930年代の長い不況を茂映して，

寿命を終えてなお置換されないでいるものの比ネがきわめてたかかった心で

あるO たとえば，全産業の急速な生産増加の前提ともいうべき運輸部門では，

鉄道・海運ともに，その輸送能力の過半が第 1次大戦以前につくられた旧

車関， 老朽船であり，遊休部分といえども使用に耐えないようなものが多
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かったといわれている O だから，全産業にわたって大量の遊休設備が存在し

ていたと Lづ事情は，たしかにアメリカの軍需生産への転換の大きな前提に

はなったが，規模の簡でも技術面でも転換後の家需生産までを推進する機能

はまったく持ちえなかったといってよし、。戦争の過程ではじめてアメリカ経

済に新しい技術水療で新しい産業規模が形成されることの方を重視すべきで

あろう。

非鉄金属，アノレミニュームなどの場合には，戦略資材であるとともに輸出

依存度の比較的大きな部門として，ある程度直接的に王手くから軍事計画の中

にとり入れられている O たとえば， 1937年ら月の中立法にもとずく行政命令

にもとずき，軍需関係の基礎原料，化学品，工作機械などの輸出が管理下に

おかれたのにはじまり，輸出統制が年ごとにつよめられた。 1940年 1月には，

アメリカ際海軍需委員会が戦時重要物資を戦略的・緊急、的資材に分ってリス

トを作成し 「要監視資材J数十品目もくわえて，それの確保のため①国内

生産拡充，②代用品開発，③不急、出費の制強，④通街路の確保，⑤予備ス

トッグの形成，を要請した。(16)それでも，現実の統制はほとんど輸出入につ

いてだったから，本格的な生産統制は，いずれにしても 1940年半ば以後をま

たねばならなかったのである O

(1) Federal Reserve Bulletin. 1941. 2. p. 90. 

(2) ibid.， 1941. 2. p. 90. 

(3) ibid.， 1940. 1. p. 7. 

(4) ibid.，1941. 10. p.1，056. 

(5) ibid.， 1941. 1. p. 8. 1941. 2. p. 99. 

(6)実情は連邦壊備銀行月報の各号に述べられている。なお，その月報の1939年12月

号， p.1042によると，ヨーロヅパ開戦直前にヨーロッパ諸国が保有していた金・

ドソレは，英仏側諸国が84.4億ドノレ〈そのほか，アメリカへの直接投資 15.4億ド

ル)， ドイツが1.6億ド、ノレ，中立諸国が 174億ドノレ〔蕊接投資29億ドソレ〕と推定さ

士以ている。

(7) ibid.， 1941. 1. p. 10. 

(8) ibid.， 1941. 1. p. 11. 

(9) したがってプメザカ経済の貿易依存度は， 1939， 1940年当時，全般的に1929年代

よりもそうとう低い。ただ本文で述べているように貿易の構造が変化しているた



86 (86) 経済学研究第17巻第l号

め，ある工業部門では依存度が上昇している O

(10)三菱経済研究所縞:前掲蓄， 26頁。

(11)楊井克己続「世界経済論J1961年， 203~6 頁。

(12) Survey of Current Business. 1941. 2. p. 8. 

(13) ibid.， 1941. 2. p. 31. 

(14)その結果，輪出が全鏑塊生産に占める比重は， 1939 年の 79ぎから 1940 年 18J16~二

なっ7こ(ibid.，p. 11)。

(15) アメリカでは従来王子炉の比重がかなりたかいが， 1939-40年の場合は，この 1年

間の生産増加250万トンのうち， 98万7，000トンはベツセマ一転炉， 70万3，000ト

ンは電気炉によるものであり，王子炉による増加は84万4，000トンであった (ibid.，

1941. 2. p. 10)。

(16)戦略資材としてリストに挙げられたのは，アンチモニー ，!J口一ム，郷子核炭，

マンガン，マニラ麻，水銀，雲母，ニッケノレ，水晶，キニーネ，ゴム，生糸活，

タングステン，の14品gで，いずれも現在の間内生産のおよばないもの，

材としては，アルミニュ…ム，石綿，コノレク，黒鉛，皮革，沃素，カポック，阿

片，光学ガラス，石炭酸，白金，タンニン材， トノレオーノ九パナジューム，ネモ

の15品目で，戦略資材に次ぐ統制必要物である。

第 3節 軍需経済への転換とその実態

1940年の 4月から 5月にかけて， ドイツ軍はデンマノレク，ノルウエー，ベ

ルギー，オランダ，ノレグセンブ、ノレグを席巻した。 6月イタリア参戦 iこぶよ

び，プランスは崩壊して単独降伏した。イギリスはヨーロッパ大陸から大槌

に後退し，あらたに成立したチャーチル内閣が，アメリカの援助をつよく要

請した。ドイツ，イタリア寧の勢は-1lよわまるが， 10月のイタザア・ギリ

シア戦争ーからパノレヵ γに延焼し， 1941年 4月までに， ドイツはルーマニア，

ブルガリア，ユーゴスラヴィア，ギリシアを制圧して，パノレカンをほ

におさめたO この頃から独ソ関係が悪化し，表面は協定と協調がすすみなが

ら， ドイツの対ソ戦争準舗が拡大して，ソ連軍も自国防衛のためにバルカ

ン工作にのりだした。こうして， 1941年 6月の独伊:ソ連の開戦にまで進畏

し，大戦はあらたな戦局をむかえるのである O
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アジアでも，日本のめざましい軍事的，経済的進出と，英米による中国援

助，対日経済圧迫が日ごとにつよまり， 1941年 12月の日米開戦にまですす

む。日本の対英米開戦車後に，独伊の対米宣戦があり， 1942年 1月にはワシ

ントンで米，英，ソ，中閣はじめ26ヶ閣による皮枢軸向車が結成された。こ

うして大戦は，名実ともに世界大戦として畏関されることになった。

1940年半ばのヨーロッパ戦局が，アメヲヵ経済の軍事化にかんする直接の

刺戟だったことは疑いえなし、。 1939年秋のヨーロッパ開戦による一時的上芥

から， 40年初頭にかけての低滞基調にあったアメリカ経済は，ドイツの北欧

電撃戦を契機にして本格的な軍需生産に転じて行くのである O だがそれはも

はや，ヨーロヅパの兵器廠をめざし輸出増にささえられてすすんだとL、うよ

りも，むしろ，世界政局の危機や交戦諸問のドル購買力の払底を根拠に，ア

メリカ自身の主事事力の強化が主としてもたらしたのであった。軍需生産がア

メザカ自身の軍事化と一体化する頃から，アメリカ資本の態度にも，戦争協

力への顕著な変化がみとめられるようになる O

アメリカ政府は1940年 5月， ドイツに占領されたベネルックス三国の

を凍結するとともに，はじめて，戦時行政機構の本格的な編成にとりかかっ

た。まず，緊急時の政府内政府ともいうべき緊急処理局 (Officefor Emerg嶋

田 cyManagement.) 中央管理部，情報部からなり，のちに武器祭与事

務を挙る国防及報告部を追加したーーを設けて軍事関係機関の活動事務を

撞したO 同時に，第一次大戦時の立法にもとずいて出防会議 (Council of 

National Defence)を復活した。国訪会議は， 控・海軍， 国務，農務，商

務，労務の各長官をもって構成するが，同じく第 1次大戦の経験から，この

間開会議の諮問機関として資本家代表をふくむ国防諮問委員会(NDAC-

National Defence Advissry Commission) を設置し，軍需生産体制づくりを

はかったのである。 6月には国防予算の大l悔増額が示唆されるとともに，

需生産増強のための政府投資，金融対策，民間資本投資対策が広汎に展開さ

れ，あたらしい機関が続々設震まされている O 陸海軍省の軍需契約は 6~7 月

に20憶ドノレ(1940財政年度全体の間前予算額を上廻る〉となり， 9月以降さ
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らに急昇した(1)。同時に工作機械類の道義的禁輸が指令されたが 7月には

菌防強化促進法 (Actto Expedite the Strengthening of the NationaI 

Defe目的 によって輸出許可制がほぼ全面化Lた。懸案の石油，欽鏑，屑鉄

も秋までに輸出統制品目に加えられ， 41年 3月までに非軍需輸出もふくめて

:全輸出額の約半分が許可制にもとずく輸出となったといわれるく2)。同じ 7月

にハバナで汎米会議がひらかれ，米州、|領土の保全と経済協力を謡うハパ

言が採択された。 8月には米カナダ共同防衛委員会が設置された。 9月，英

米駆逐麓譲渡協定(西半球のイギリス属領をアメリカが租借して基地建設を

:j:ゴこなうと L、う権利と交換にアメリカの駆逐盤50隻をイギリスに引きわたす

行政協定〉が結ばれ，ここにおいてアメリカは中立法，間際法からなかば公

然と離説したとされるのである O この月，空前の大軍拡案をふくむ毘防予算

案に大統領が署名し，両洋大艦隊の建造が開始され，徴兵制震が成立した。

政策の推進者ルーズベルトは， 11月に大統領に三選されている O

この過程のうちでも，上にあげた国防諮問委員会 (NDAC)の設置は，資

本家が軍需生産体制に転じた最大の指標である。

NDACは 1940年 5月28日に設置された。これは1939年8月に設けられな

がら事実上たなあげされていた戦時資源、局 (WRG) の後身として，はじめ

て資本家の意志を直接政府内にもちこみ，広汎な軍需生産主計調の組織化を意

図した。 NDACの内部組織は 7部からなり，その担当委員として，原料調

達部にじ.S.スチ{ノレ社長の E.R. Stettinius，工業生産部にゼネラノレ・モ

ーターズ社長の W.S. Knudsen，運輸部にシカゴ・ノミーリントン・&・クイ

ンシー鉄道社長R.Budd，労働部に CIOの S.Hilman，物価部はニュー・

ディーノレ急進派と自されていたL.Henderson，農業生産部に連邦準備制度

C. C. Davis" 消費部にノース・カロライナ大学の H.EIliott 

が，それぞれ任ぜ、られた。委員長はもうけず，ルーズベルトは資本家代表と

ニュー・ディーノレ理論家と労働者代表とを関じ資格で遇した。それが挙国一

致体制をつくる配慮、だったとしても，資本家はそれに批判的であり，他方，

労働者団体は労働者代表が迎えられたことに好惑をもち，一週間のうちに
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AFLと CIOは恩妨計商を援助する誓約をしたといわれる (3)。

ともあれ NDACの設置は，アメリカの「経済動員」の初発会意味したo

NDAC各部との関連で1940年中に国防購入調整局，輸出統制局， 鑑先局，

・貿易関係の統制機関として新設され，金融関では連邦融資局を設け

て，その下に政府金融機関の活動がおかれた。 NDACが，法的にどういう

権限をもち政府構造のどこに置かれるかという点は不明の支まに，ノレーズベ

ルト l工，緊急処理局にしろこの NDACにしろ，むしろ担久的構造から独立

させて大統領の章、にかなう人物を配し しかもこうした新機関に最大の権誤

と資金を流しこんだのである O これがアメリカの，少くとも転換初期におけ

::;:) 戦時行政の様式であった(4)。

NDAC がとった政策の基調は， おいますL、各分野についての殺述で明らか

にするように，国家設備の拡張にたいする私企業のつよい警戒心，私企業にお

ける膨大な過剰設備と過剰資金の存在を背景に，なによりも，私的資本にい

カ吋こして の刺戟をあたえるかということだったといってよ L、。そ

のためにとられた最初の政策は，加速度償却，発法機関からの前払制度，商

業銀行の融資保証制であり，つづいて政府金融諸機関による貸付であった。

そのぼかに， NDAC下にある擾先局が軍需生産の優先制を1940年 10月か

ら実施したが，その内察にしても，政府が必要とかんがえる軍需品の発注に

納期のみを指定したもので，受注するかどうか，原料の入手方法などは民間

任意にゆだねるというものであった。 ほかに，陸海軍箪需局の髄先委

員会(PrioritiesCommittee) がさらに狭義の家需品にかぎって優先的納入を

要求したのであるが，その指定品自は NDACの同意を経て決め，指定申請

は業者側の自発性にゆだね，時には原料入手をあつぜんするというように，

資本家の意志を最大眼に尊重するたてまえであった(5)。政府による直接投資

は方で民間投資がもっとも嫌っている武器・弾薬などの分野と，地方，

航空機，造船などの分野で，民間資本をもっぱら補足する役割をめざしたの

て、あるく6)。このようにアメリカにおける「産業動員計画Jは，一見はなはだ

民主的に開始され，私的資本の主体性に期待したのであるが，それは戦局の
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進展に伴ない修正を徐々にせまられることになる O

(1) Federal Reserve BulIetin. 1940. 11. p. 1161. 

(2) ibid吋 1941.5. p. 391. 

(3)尾上一雄「第二次世界大戦の接近とニュー・ディーノレJ (成城大・経済研究・第

8・9号， 1958年9月， 62~ 3 J't) 

(4) R. E. Sherwood ; Roosevelt and Hopkins. 1948.労E訳「ルーズヴエノレトとホプ

キンズJ1， 180J't 

(5)際海軍軍需局の家事言優先委員会がま設要資材契約に際して優先的納入念要請した最

初は1940年8月であった。他方 NDAC内部に優先局が設置されたのであるが，

その委員は，前述の NDAC委員中より， Knudsen， Stettinus， Hendersonの3名

であり，この優先局の下に，各産業~IJの優先委員会がおかれた。総じて，厳密な

意味での軍需品は家常局優先委が，一般的産業および民間需要については優先局

があっかうたてまえであった。

( 6) 1940年7月26日のニューヨーク・タイムズ紙上ではベスレヘム・スチーノレのE.

Graceは， r甲鉄板，砲弾，銃砲，その他武器の生産には，これら製品のタイプ

からして設備の大拡張が必要である。…・ーそれには膨大な資金が要る。われわれ

は王子時に価値を失うような設備に株主の資金を投下することがゆるされるとは思

わなし、。政府がこうした設織を設け，自分で保有するなり，個人企業に融資して

運営させるか，万一，個人企業が投資する際にはその犠牲を保津するに足る利潤

を確保すべきであるJと論じたが(J. D. Glover Defence “Lending" 1918 

1941. : Harvard Business Review. vol. 19. p. 197.)， NDACの政策基識はまさ

にこうした資本家の要求を忠実に実行せんとしたものだといえよう。

NDAC という，大統領による半ば私的な緊急組織で地ならしをしたあ

と，箪需生産の主たる推進機能は， 1941年 1月の生産管理局 (Office of 

Production Management， OPM)と1941年4月の物価管理及民需局 (OPACS)

とに移されたO これは，公的にも「諮問J機関でなく大統領誼嵩の軍需生産

計画の執行機関として活動すること，また NDAC内部の諸勢力の対立や他

機関との権現争いの弊を除くことを意;臨した改組だったといってよいであろ

う。

OPM には， NDACの生産部と， NDAC下にあった優先局， 菌前購入

調整局が移され， ゼネラノレ・モ{ターズの Knudsen が長官に， 労働界の

Hilmanが次官に任ぜられた。 OPMの機構は生産部，購入部，罷先部より
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なり，それに優先制度委員会が附嵐する。その職務は，間防上必要な原料・

資材・設備・工場を確保・拡大する目的で，政府諸機関の活動の調整と立

案・提案，原料・設備の供給確保と軍需動員および納入の優先順位の調査・

決定， 1940年法にもとずく民間工場の徴用権限の執行，などであった。

物価管理及民需局には NDACの価格部，消費部，農業部が移されて，ニ

ュー・ディーラーの Hendersonが長官に任ぜられたが，その主たる機能は，

自についての最高価格の決定，投機的在庫の妨止，軍需罷先後の民需

の適正配分，にあった。なかでも最高錨格の決定，指示はその効果と法的拘

束力知何をめぐって，物議をかもした。 Hendersonは4月以来，鉄鋼，

育炭，綿糸，皮革，タイヤ・チュ{ブ，綿布，真錯腎の最高価格を順次指定

しそれを OPMの軍需優先制の拡大と組みあわせることを意図したが，そ

の周辺の物価の全般的な上昇気運を統御できなかったし 6月には自動車の

最高価格指定をクライスラーが拒否したことなどから，価格政策の全面的再

検討が要求されるにいたるのである。

OPMは 1941年8月に改組されて， NDACに残っていた工業原料部を吸

収し，さらに契約部を新設した。 NDACは純然たる諮問機関になり，実質

的には解散した。u. S. スチーノレ社長の Stettinusはホプキンスの下にあ

る武器貸与管理官に転じた。同時に OPM 内の優先割当委員会を醸して独

立の資材髄先割当局 (SPAB) が新設された。資材優先割当局は，ウォーレ

ス副大統領を議長に，陸海軍長官， Knudsen， Hilman， Nelson COPM 

部長)， ホプキンズ大統領顧問など， 政・財界および軍部の代表者からな

り， 実質的に OPM と物儲管理及民需昂との上に立って計画を決定し調節

する機能をもった。この頃から軍需優先制の規制力もつよまり，アルミニュ

ーム，金属殿，マグネシューム，などの原料昔日給統制，アノレミニューム，工

作機械などの軍需注文にかんする強制的な引受義務や命令優先制，乗用車，

トラック，冷蔵庫，洗穣器など民需品の減産命令，ないし製造中止令，

がみられるようになっている O

他方，物備管理及民需局の方も改組され Hendersonを長官とする物価管
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理局が独立し，民需関係の業務は OPMに移された。ほかに1940年に

された輸出統制局がやはりこの時期に改組されて経済霞防局 (Economic

Defence Board) となり，輸出入および外国為替関係の広況な政策決定機関

として大統領に産高した(1)。

以上，1941年度における経済統制機構の改組についてのべたが，こうした改

組の主習は，民間資本の自発性を尊重しつつも，軍需生産の現実的な拡大の

ための公的強餅力をつよめ，軍部と資本家との産接的な接触をはかるととも

に，諸機関相互の権担を調整することにあったというべきであるO つまり，

そういうことの背後には， NDAC以来，総資本の軍事化への結集がはか

られたものの， NDACの委員内部に利害の対立があって議論ばかりが百出

するにいたり， それを分割した OPM と物館管理及民話局にも軍需擾先制

の権現などをめぐる紛争が生じこの過程で民間の大企業がしばしば統制に

反発し産業別の軍需への生産転換の不均衡が目立ちはじめ，価格指導も円

滑に進捗しえなくなる，といった事情があって，それが箪率化の進行につれ

て大きな醸碍と目されたからであった。とくにニュー・ディール派と大資本

の問には，大統領の不断の配慮にもかかわらず，この時期でもなお埋めつく

せない溝がのこっていたようである。アメリカが1941年来にいよいよ参戦し

た時には，戦争逐行に必要な経済統舗は，それまでの機構や統制力ではまっ

たく不充分であることが一挙に明らかになった。 1942年 1月に戦時生産品

川TPB)が設寵され， OPMと優先割当委のほぼ全機能が統合された。統制

がL、ちじるしく強化されると共に，あらたに多数の資本家が政策立案・実施

機関に参闘しまた政府による直接投資が民間投資を完全に配するにいた

るO 他方，参戦と開時に労資休戦が政府によって強制され，戦時労働局の設

よって労資紛争処理がはかられただけでなく，最低労働時間の競制，

金の凍結，が政府から指示されたし，軍需生産組織の拡大につれて政府機関

に登庸されていた労観者代表の発言力は相対的に低下したり範囲が限定され

る額向にあったから，労働界と政府との対立がときにみられるようになる O

要するに1942年から終戦までのアメリカの戦時統制機構は，行政の中枢に
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緊急処理局，経済の中枢に戦時生産局を麗き，それに陸海軍省，財務省，物

価管理局，連邦融資局，経済安定局，戦時労働局等々の機関を分立させて大

統領の指揮下に相互の調整をはかる，といったものになったのである。その

結合統一性と統制力ば初期にくらべるときわめて強力だが，それでも他の交

戦諸国に比して最後まで不徹誌で，諸機関の相互の調整，運用に幾多の欠陥

を惹起したのであった。

(1)戦i冷統制機構の推移については，連邦準備銀行月報，その他政府刊行の月報類に

ょった。邦語で紹介されたものとしては，三菱経済研究所繍「米国戦争経済力の

基礎研究J第7章，坂野谷九十九「アメリカ戦時経済と金融統制j第一編第二章

iこくわしい。

2 

NDACの設置が:本格的な軍拡の初発だとすれば，対外経済関係における

戦時体制への転換の決定的指標は， 1941年 1月の武器貸与法 (Lend-Lease 

Bill) の成立であった。

英独開戦後 1年間に，イギリスの対米軍需住文は20罷ドノレにのぼったとい

われるが，輸入の急増，輸出減だけでなく，従来入趨差額を埋めてきた海運

収入と対外投資収益が激減したから，ベルギー政府やアメリヵ援興金融会社

からの緊急借入，スターリ γグ・ブロック内の皆務振替，などの措置にもか

かわらず， 41年春までにイギザスの金・ドノレ準備はほとんど払底するにいた

ったのである。しかもヨーロッパ大陸における戦毘の推移はイギリス

しくなく，フランス降伏につづくドイツからの和平交渉を拒否したと

;土，もはやアメリカの強力な擾助を前提とぜざるを得ない状態であったっ

1940年後半からイギリスによる対米工作・説得は急速にすすんだ。一方アメ

リカも，戦局の進捗にともなう自らの軍事体制への転換につれて，対外簡で

も早晩，そうした転換が予想されたのである。 i英国民はアメリカ防衛に

とっても生死にかかわる地位を占めているJ，rわれわれは民主主義国の大兵

器廠であらねばならないJ，といったルーズベルトの談話 (1940年来〉の背

後で財務省が法案を作成し， 1941年 1月に議会に上提した。それが武器貸与



94 (94) 経済学研究第17巻第1号

法である(1)。

武器貸与法案は，①大統領が諸外閣のために兵器，食糧その他の物資を調

し，譲渡，売却，供与しうる(預算および契約につき議会の承認を要する

が， 13億ドソレまでは承認を必要としなしつ，②大統領はアメリカの港湾およ

び工場で，交戦国の船瞳，装備の修理を許可しうる，という内容を骨子とす

る。この立法に附臨して， 42王子 2月にイギリス・アメリカの物資貸与にかん

する清算協定も結ぼれ，ワ〉武器貸与法成立以後について独立の物資貸与勘定

を設定すること，②戦後の清算は，世界経済関係と英米関の通商を問客しな

いとL、う条件でおこなうこと，③物資の貸与の範盟，規模，終戦の認定は，

アメリカ政府が決定すること，などが協定された。終戦箆後，アメリカがイ

ギリスに与えた44億ドノレの融資協定のうちには，武器貸与の清算協定にもと

く6.5億ド、ノレの融資がふくまれている (2)。

武器貸与法は，これまで「国防Jの名で推進されてきたアメリカ

化計画さ!:，自らヨーロッパ戦争の渦中におよぼすことを意味したから，プメ

ワヵ菌内にはげしい論議をよびおこした。議会における最強の反対勢力は孤

立主義を標拐する『アメリカ第一委員会Jであったが，ほかにも同法案への

たようで，ヨーロッパ戦争に接近することを危慢するもの， 1"英国帝国主義

反対論はさまざまだっへの屈服」を非難するもの，援鴎が社会主義ソ連にも

もたらされるであろうことに反対するもの(ルーズベルトはこの点に関し，

明確な答弁をこばんでいたL中国への援助が日米対立を深化させるだろうこ

とを指摘するもの，等々であった(3)。当時のギャラップ調査によると，同法

案に賛成が56%，条件付賛成 8%，反対27%，無回答 9%だったという〈4h

この時点、でも 3割近い反対があったわけだが，それでも 1年ほど前の諮調査

結果と較べると，短期間に，その世論は戦争にかなり接近したものともいえ

よう O 武器貸与法は同年 3月上院で60:31，下院で260:165で可決された。

チャーチノレはこれを，第2次大戦の「第三三の頂点Jと呼んで、いる (5)。同法を

施行する目的で，箪需生産拡張のための70億ドノレの預算が決定され，更に10

月，約60億ドルを追加した。武器貸与事務の担当機関として，当初，緊急処
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が設置されたが 6ヶ月後に武器貸与局として独立したO 武器貸与法の当然

の帰結として中立法が1941年11月に修正されたo 言でいえば武器貸与法

の施行は， r枢軸国にたし、ずる非公式な宣戦布告ーあるいはむしろ，枢軸

国が公式，非公式にすべての民主主義諸国にたいして戦争を宣言したという

きに失した承認で、あった(6)oJ

(1)武器貸与法の成立過程もさまざまの著者が論じているが，たとえばR.E. Sher-

wood op. cit.，邦訳1l~13章，を参照

(2) Federal Reserve Bulletin. 1946. 1. pp. 1~2. 

(3) Sherwood. 1l~13章 o T. A. Bailey : A Diplomatic History of the American 

People. 1955. (尾上:前掲論文， 75JO

( 4) T. A. Bailey ; ibid.， p. 174. (尾上75~6 頁〕。

( 5) Sherwood;邦訳294頁， (第1にプランス敗戦，第2は英独決戦，第4は独ソ開

単t，第5は日米開戦〉

(6) Bailey ; ibid.， p. 774. (尾上， 76頁〉。

いま，武怒貸与を中心とする戦時アメリカの対外関係を資料的に概括すれ

ば次の如くである。

まず第7表は，武器貸与法にもとずく輸出の内訳であるが，総額 436億ド

ル中の約 7舗がイギリス向けである O それを品目別にやや詳細にみると，武

器のうちでは，航空機的龍ドル戦車・率輔37.8億ドノレ，銃砲などの兵器30

億ドルだけで 8割を占め， rその他物資jの項目では，食品32.8億ドノレ，石

油生産物21.8億ドル，金罵類12.6信ドノレなどが主なものであるω。サービス

としては，海運関係が圧倒的に多く，約30億ドルが船船輸送と倉庫業務とみ

られる (270 イギリスの海運能力は大戦中にかなり低下しており，保有商船ト

ン数が戦前の2100万トンから終戦時の 1600万トン C~ 、ずれも dead weight) 

に減少したが，他方アメリカの保有トン数は終戦時5600万トンと，世界総ト

ン数の労を占めるにし、たった(戦前は約1/5)(3)0 なおイギリスに対する輸出

のうちでは，設備・機械類の輸出が相対的に少ないのがひとつの特徴であ

る。

ソ連に対しては，独ソ不可侵条約以来アメリカの対ソ感情は悪化し一旦
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大

英

守青

国

第 7表武器貸与法による援JW内訳 (100万ドル〉

l制 1刊以叫 1附 a十3-12月

高ゐ 舶

イギリス本題
武 2号

千青鹿内諸国(1)

その他物資
帝国内諸

サ ビ メ、

言十

ソ 連 1， 376 2.436 4. 

そ の 他 諸 国(2) 2.87 

総 E十 43.61 

注(1)オーストラワア，ニュージーランド，南ア，インド，植民地および交戦

地域

注(2) フランス，中濁，ラテン・アメリカ，その他

R. G. D. Allen: Mutual Aid between the U. S. and the British Empire. 

1941-45. (Journal of the Royal Statistical Society. vol. 109.) 1946. p. 250 

7 

対ソ禁輸にまで発展したが. 1941年春からソ連の対日接近牽舗もふくめて禁

輸が解除された。独ソ開戦後. 1941年 8月の米ソ通商協定の更新 9月のモ

スクワ会談を経て.11月 6日，ノレーズベルトは武器貸与法にもとずく 10億ド

ノレの借款をソ連に供与する案を裁可したO この借款は利子を伴わず，償還は

終戦 5年目から10年後までに行われるべきものとしソ連はその支払の一部

として原料資材ならびに各種物資を提供することを約しているは〉。その後終

戦までに，表示したように106.7憶ド、ノレの援鴎があたえられたわけであるが，

その内訳は，戦車・事柄18億ドノレ，食品17矯ドノレ，航空機15.5億ドル，工業

設備10鰭ドノレ，銃砲など兵器 7.8億ドル，金購 7.6寵ドノレの顕であった(5)。

援揚がとくに増えた時期は， ドイツにとどめをさす1944年末から45年始めに

かけてであるO なおソ連にたL、しては，ほかにイギリスから約 3催ポンドの
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護助が供与された(6)。ソ連は英米間閣に接助の増額を再三要請するが，ひと

つには英米に余力なく，またそれほどの積極性もなく，ひとつには航路が限

定されていたから，ごく限られた時期を除いて，それがソ連の関防にどれだ

け寄与したかは疑問であろう O

その他の閣としては，フランスの14億ド/レ，中国 6.3億ドル，ラテン・ア

メリカ諸国全体の 4.2億ドノレがあるO 内訳としては武器の貸与が圧倒的に多

も、 (7)。

( 1) Survey of Current Business. 1946. 3. p. 10. 

(2) R. G. D. Allen : Mutua¥ Aid between the U. S. and the British Empire.凶 41

-45. (Journa¥ of the Royal Statistical Society. vol. 109.) 1946. p. 252. 

(3) Federa¥ Reserve Bulletin. 1946. 1. p. 7. 

( 4)三菱経済研:前掲審26亥

( 5) Survey of Current Business. 1946. 3. p. 10. 

(6) R. G. D. Al1en : op. cit.， p. 255. 

なおこれをドソレに換算すると，公定レート 11，1ポンド口 4ドソレだが:1事需物資

については， 1ポン f=7ドル程度とみるのが相当とされているから はllen: 

ibid. pp. 227-8) 15~20億ド、ノレ程度とすべきであろう。

( 7) Survey of Curr巴ntBusin巴回. 1946. 3. p. 10. 

次に，イギザスへの軍需物資提供(第7表の項目中，船舶と武器とに相当

する〉にはたした武器貸与法の効果セ第 8表でみる O 表によれば，戦時イギ

リスが現金で購入した軍需物資はごくわずかで， r武器貸与J方式が庄倒的

である。現金購入の対象になったのは，武器貸与機構を通じて支払うにはあま

りに小規模な煩雑な品目にかぎられたという(1らこのため，イギリス

ドノレ準備は 1941年夏から好転し， 1940年末の 3億ドルから， 41年末 4誌ド

ル， 42年末 7鐘ドノレと回復して， 45年までにほぼ18億ドノレとなっ t:..(2九

こうした「式器貸与Jがイギリスの戦争遂行にどれほど寄与したかを，い

支詳細にのべることはできないが，たとえばイギリスが大戦に投入し

品総額に占めるアメリカからの輸入の比率をあげると， 1940年半ば~1945年

半ば全体で12%であり，そのうち10%が武器貸与方式， 2%が現金購入によ

るものであった。だがそれを年次に分けてみると，たとえよ支1943年における
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第8表 イギリスへの家需物資供給 (100万ド‘ノレ〉

住) (2) 大英子苦闘への提供
アメリカ

(1)へ 7の0 の生産 現金駁売 方式 言十

1940年 (後半〉 2，000 400 400 19.1 

1941 8，600 1，200 300 1，500 17.3 

1942 32，000 900 2，400 3，300 10.5 

1943 54，400 600 6，100 6，700 12.3 

1944 57，700 400 6，700 7，100 12.3 

1945 (前半〉 25，500 100 2，000 2，100 8.1 

計 180，2∞ 3，600 17，500 21， 100 11. 7 

R. G. Allen ; op. ci t.. p. 267. 

イギリスの総軍需品使用の26.9%(うち武器貸与方式によるもの24.5%)， 

同じく 1944年の28.7%(うち武器貸与方式によるもの27.2%) と， 3鰐近く

がアメリカからの供給であった(3)。しかも航空機，戦車・王手鞠などの部門で

は，アメリカへの依存率はいちじるしくたかL、から〈へ総じてアメリカの「兵

器廠Jとしての役割は，イギリスにかんするかぎり決定的だったというべき

であろう。

なおアメザカ参戦後， 1942年 2月に英米間に相互援助協定 (Mutual Aid 

Agr配 ment) が結ばれ， イギザスからアメザカへの援助ないし貸与が大規

開始された。その総額は終戦までに75.7億ドノレにのぼったと推定されて

L 、る。その内訳は，軍需物資20億ドノレ，サービス12鰭ドノレ，石油11.9億ドノレ

船舶および建造物 9億ドル，などであった日〉。多くがアメリカ国外にあるア

メリカ軍に提供したものであり，金額ではアメリカからイギリスに提供され

た 300鰭ドルをはるかに下廻るが，簡カを考慮に入れたイギリスの負担度で

は，アメリカの武器貸与に劣るものではなL、(6)。

( 1) R. G. D Allen ; op. cit.， p. 252.非軍需品についても，現金購入は194ト 41年

の21億ドルから， 1942-45年半ば全体で10億ド‘ルに激減した (ibid.，p. 254)。

(2) Federal Reserve Bulletin ; 1946. 1. p. 25. 

( 3) Allen ; ibid.， p. 268. イギワスはそのほかカナダからも全使用の数，9b~10.%程度
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の軍需物資を受けとっている。

(4) ibid.， p. 267. 

( 5) ibid.， p. 258. 

( 6) ibid.， pp. 259-60. ちなみに，イギリスからの相互援助支出額は，イギリスの草

事支出の 8.6.%，掴民所得の 4.6.%vこ相当し，アメリカの武器貸与額の場合は，

アメリカにとってそれぞれ10.9.%，4.8.%である。

つづいて 1武器貸与Jを中心とする戦時輸出が，アメリカ自身の経済に

およぶした効果が問題になる。まずわれわれは第9表によって，輸出入の趨

，なかんずく輸出のいちじるしい増加と，その増加すべてが武器貸与輸出

によるものであることを知ることができる。ところで前述のごとく，この武

器貸与は特別勘定に移され，その清算は戦後処理の問題と考えられたから，

大部分，経常の貿易収支からは除外された(貸与の約弘が，現金による返済

第g表 アメリカの輸出入の推移

(附|四41 I 1942 I 

輸 出 : 潟 業輸出 1 3，ω41 4，ω61 3，147! 

武宮号貸与輸出 -1 7411 4，933 

計 1 3，0941 5，1471 8，槌O

1943 

(100万ドノレ〉

削ロ雪月
2，606 

10，357 

12，9631 14，2611 5，809 

事命 入 ::::|::::l:;;:l::;;l;::::l:;:: 差 額

商業輸出と輸入との差額 1，134 1，061 405 -960 -363 

国際決済銀行第15回(1944-45)年次報告:邦訳「第2次大戦と役界経済J1947年

194頁

条件を附して笹権を形成し，経常の貿易収支にも算入されたようである〉。し

たがって，商務省が発表した1941年 1 月 ~45年12月の綜合国捺収支では，輸

出が259.5億ドノレ，輸入が280.8億ドルで，差引き21.3鰭ドノレの貿易収支の赤字

と記録されている。そのうえ，アメリカ政府による対外交期信用の増加10億ド

ル，陸軍が現地で、非軍需品の供給にたいして支払った債券 10億ドノレをふく

めて，長期資本の流出が23.9憧ドノレあった。つまり収支勘定は45.2億ドノレのマ
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イナスであり，そのうち21億ドルがアメザカからの金の流出によって埋めら

れ，結局，対外ドル勘定は27.6億ドノレほど減少したのであるc1らしたがって

アメリカの金保有高は， 1941年末の 227寵ドノレ(世界の68%)から44年末の

206鰭ド/レ (57%)に減じ，世界の金準備の偏在を部分的に緩和させた(2)。

いうまでもなくそれは，武器貸与勘定の設定によってはじめて可能となった

のであって，第 1次大戦時のアメリカからの軍需品および資本の輸出がもっ

ぱら民間資本の手にゆだねられ，一挙に国際収支を逆転させて，戦後に大き

な混乱を呼んだのとは異質の処理法であった(3)。

前掲の第8表で， Allenはアメリカの軍需生産全体にとって，イギワスへ

の積送がどの程度の比重を占めたかを推定している。それは年によって 8

%強から19%強にまでおよぶのであるが，これはイギリスへの提供だけだか

ら箪需品輸出全体としては同じ生産の10%台から20%以上を占めたことが

予想され，かなり高い数字である O こうした推定の正確度には若干の疑問も

あるが， Allenは同じ論文で，第四表のように生産部門別の輸出の比重も推

定している O これもイギリス向けのみについての計算であるが，たとえぽソ

第10表 イギリス〔帝関全体)への「武器貸与jがアメリカの生産Eに占めた比重

生産部門別-

I 1 9 4 2 I 1 9 4 3 1 9 4 4 I 1945(桝)

寧
航空機及設備 12.4% 11.9，，"1>' 13.5，96 11. 85'6 

船自白及設備 5.5 11.8 6.7 5.4 

需 銃 砲、武 器 10.4 10.0 8.8 4.6 

習日 主李総及設備 9.8 21.0 29.4 12.1 

その他軍需品 1.4 3.4 9.9 5.5 
F守

計 7.6 11.2 11. 7 7.6 

手ド 食 n仁u3 4.3 4.4 5.4 3.9 

主葬 その他の農産物 4.3 5.6 4.4 5.0 

需 金 属 3.9 3.4 3.5 

部 機 械 2.6 5.7 7.1 4.2 

門 その他の製品 0.6 0.7 

R. G. D. Allen : op. cit.， p. 264. 
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連への戦車・王手車問，金属，食品の貸与は各々イギリス向けの弘前後の金額，

航空機，銃砲などは弘程度に相当するしさらに他の諸慣への輸出分も

に入れると，これら生産部門の輸出依存度は，アメリカとしては異常に

かったというべきであろうは)0 1943~44 年における率輔及び間設舗の輸出

などは，生産の 4割な越えたことが予想されるのである。

( 1) Survey of Current Business. 1946. 3. pp. 7~8. 

(2)国際決済銀行第15図(1944-45)年次報告:邦訳J第2次大戦と世界経済J1947 

年， 206~7頁

( 3) Survey of Current Business. ibid.， p. 9. 

本文に述べた経常の国際収支を民間と政府に区分すると，

(100万ド〉レ〉

民 間 政 府

輸 上白 20，750 5，201 

輸 入 15，530 12，541 

主義 額ー 5，211 - 7，340 

長期資本移動 23 - 2，416 

となる。武器貸与勘定を入れると，民間・政府の比重はまったく逆転する。なお

民間の長期資本移動の残高は2300万ドルとなっているが，この期間の民間の対外

投資総額は，直接投資70億ドル，証券投資および短期資産30f.意ド‘ノレであった (ib-

id.， pp. 7~8) 。

(4)なお Alleni土，武器貸与がアメリカの国民総生産に占めた比重を， 1942年3.0%，

43王手'4.6%，440年5.0，"~， 45年前期3.0%と推定している (op.cit.， p. 260.) 0 

3 

アメリカが第2次大戦に投入した藍接戦費は約3300鰭ドノレで，世界全体の

戦費規模 1兆1170億ドルの約30%にあたると算定されている(1)。 また別の資

料によると， 1941年12月の参戦から45年 8月の終戦までのアメリカの戦費は

2800龍ドノレで，そのうち1700億ドルが対独戦争に用いられたとみている(武

器貸与をふくむ)(2)。
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いずれにしても，これは，第 1次大戦の世界の戦費総額が2080億ドルで，

アメリカがそのうち260億ドルだったという推定〈注 1と同じ資料〉に較べ

ると，アメザカ自身にとって膨大な規模の金額だったことになる臼〉。たとえ

ば第 1表で，各国の戦費が国民所得に占めた比率をみると，アメリカは参戦

第11表恩民所得中に占める戦費の割合 (5<;) 

国 名|附 l附 I1941 I 1942 I附|則

イ ギ リ ス 15 39 49 53 54 54 

ソ 聯 芸品 22 27 35 45 48 44 

カ ナ タ 2 10 19 40 54 52 

ニュークーラン ド 2 9 23 50 54 49 

オーストラリヤ 2 12 25 43 4ヲ 44 

l口込 衆 国 2 3 11 35 46 46 

国済決済銀行年次報告:邦訳38st

以前はかなり低水準だが， 1942~44年にはほぼ外国なみになっている。この

比率の屈でも，第 1次大戦で戦費の規模が最大となった1918一四年にそれが

30%程度だったとみられるから〈4L第 2次大戦がアメザカ経済におよぼした

効果の大きさがうかがえる O

この戦費はいうまでもなく，連邦政府の勘定でまかなわれる O 毘員総生産

〈民間資本形成，民間消費，政府支出〉に占める政府支出の比率は， 1939年

の18%から， 1943-44年にほぼ50%に逮している(第 1次大戦時にはお%以

下であった)0 したがって，政府の財政支出規模は，第12表にみるように，

参戦(1941年〉から終戦 (45年〉までに 8倍に増え(1939年の11倍)， 1，000 

龍ドノレを越した。 1941~ 45年の歳出総額は 3176億ドルである O 歳出の内

訳は， 90%までが軍需(財およびサービス〉であり， 残りが国債利子，

人思給，その他である O 救済，社会保険関係はほとんどネグリジブソレであ

るO

政府支出の激増にたいして，歳入の増加がはかられたカλ その中心になっ
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個 人 所 4号 税 1.824 3，696 6，953 20，290 
30，885 

法 人 所 得 税 2.211 5，021 9，916 15，256 16，39 

消 重苦 税 2.390 3，128 3，777 4，400 5，934 7，725 

震 用 税 932 1，194 1，598 1，751 1，793 1，714 

00 税 392 389 324 431 3551 435 

雑 i反 入 509 277 907 3，280 3，470 3，480 

〔調 整〉 10 37 

(老令保険基金への積立〉 -661 -869 -1，103 -1，259 ーし283-1，201 

純 歳 入 7，607 12，799 22，282 仏山i札 457 43，038 

総 歳 出 山 4 沼紛=1 78，182 γ出 019
差 額 -5，1671-19，692:-55，900 -49，5951-53，9481-21，981 

公債残高(年度末〉 必，吋 72，4221 即 99201， 003[ 256， 357i 268， 111 

(100万ドル〕

必ou 

度一山

P. Hansel : Financing World War II in the U. S. A. 

(Public Finance. vol. 1. 1946. p. 329.) 

たのは個人所得税と，企業への超過利得税を中心とする増税であった。

ニューディー/レの租税体系は“Soakingthe Rich"原則をうたい，

法人課税率を大巾に引上げ他方で年収5000ドノレ以下の個人を免税にして，残

りを赤字公皆発行でまかなってきたのであった (5らしかし1940年 5月，ノレー

ズベノレトが前述のように歯初計画の開始を示唆したあと 6月に成立した歳入

法は，主に，免税点の引下げをふくむ個人税率の上昇，同じく 5ヶ年に限り

所得税を控除したのちの所得に王子均10%を課する「国防税Jの新設，によっ

て歳入の増収をはかったのであるO これ以後， fほまとんど年ごとに免税点が{

下したO とくに1941年財政法(1941.9. 20)は，歳入の増加をみこして，中

・下層所得者にほぼ 2倍の税率(史上最高の上げ巾〉を課したうえ，間終税

をもヲi上げた。 1942年には“VitoryTaxη が新設され，年間624ドノレをこえ

る所得に一律 5%の課税をおこなった。高額所得層への課税はニュー・ディ

{ノレ時代にほぼ限界に達したというのが当局の見解であり，個人所得ー税の増
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くむ〕
トPノレ

800 8 

1，000 15 15 

1，500 48 88 130 95 

2，000 42 140 200 245 190 

2，500 11 90 232 312 360 285 

5，000 80 80 110 375 746 924 975 798 

10，000 415 415 528 1，305 2，152 2，527 2，585 2，185 

15，000 924 924 1，258 2，739 4，052 4，617 4，695 4，047 

20，000 1，589 1，589 2，336 4，614 6，452 7，184 7，300 6，393 

25，000 2，489 2，489 3，843 6，648 9，220 10，119 10，295 9，082 

50，000 8，869 8，869 14，128 20，439 25，328 27，060 27，585 24，795 

100，000 30，594 32，469 43，476 52，704 64，060 67，459 69，435 63，127 

500，000 263，944 304，144 330，157 345，084 414，000 430，732 443，895 407，464 

1，000，000 571，394 679，044 717，584 732，554 854，000 887，399 700，000 839，714 

5，000，000 3，788，994 3，916，548 3，922，524 4，370，000 4，500，000 4，500，000 4，275，000 

P. Hansel : op. cit.， p. 334， 

本(既矯者〉，、。白川
M

設のれ]刊

υ
人宮崎先i山必第 13表
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J[又;工中・低所得層に向うしかないとされたのである (6)。第13表がその推移を

示しているO 個人所得税は，戦時中にはじめて連邦財政における最大の歳入

;l-~ ..).-~ 
d、ペコ J、~O

1940年の歳入法を提出するさい Jレ{ズベルトは企業の超過利得税をもふ

くめて提案したが，これは資本家と議会の反対に会って留保せられていた。

だが'清勢の進畏にともない，ルーズベルトは1940年第2歳入法を提出し 10

月8日議会で可決された。この新法は，年収25，000ドル以上の企業への所得

税率を， 20.9%から24%に引上げ¥ほかに，超過利得 (1936-39年の平均利

潤の95%を趨える利潤，または総資本の 8%を超える矛IJ潤一一このニ方法の

選択:主納税者にまかされる)20，000ドル以上に25%から50%におよぶ累進税

ことをきめた。だが問時に霞防建設にたいしては免税，かつ 5ヶ年の

加速度償却をみとめた。この新法によって，自然増収のほか年々ほぽ10億ド

ノレの増収が見込まれた (40年歳入法による個人所得税の増収見込は年間約62

{意ドルで、ある)(7)。

趨過幸IJ得税率は， 1944年90%，45年95%になっている(1946年から廃止〉。

だが超過利得税をふくむ総課税額は純所得の80%を超えではならず，また超

過利得税の10%は戦後，償還されるo P. Hanselによると， 1941-45年の法

人税は472.9億ドルで，そのうち超過利得税分は251.9億ドルであった(8)。

間接税はアノレコーノレ，煙車税からはじまり，以後饗{多品を中心に上昇した

が司その増加率は所得税よりはるかに低L、o 1939年の連邦説では55%が直接

税， 45%が間接税および関税だったのが， 1944年にはそれぞれ86%，14%と

なった。その理由は，第 1に公債の販売政策との関連においてであり，第2

に戦後の物価高，インフレの危検を回避するにあったといわれる (9)。

(1)リューマ-i戦争経済と恐慌J邦訳10頁。

(2)思際決済銀行報告，邦訳2ト 5頁。

(3) ~際決済銀行の報告では， 1913生Fドノレを45年ド、ノレに換算し，第1次大戦の夜接戦ー

受は1800億ドルとしている。また，第2次大戦中に，アメリカの2800億ドルのほ

かイギリスは武器貸与を除き1200億ドノレ， ドイツは1500~1700億ド‘ノレの支出と推

定している(同， 51頁〕。
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(4)リューマ上掲書， 17J変。

(5) P. Hansel : Financing World War II in the U. S. A. (Public Finance. vol. 

1. 1946.) pp. 334~5. 

(6) ibid.， p. 333. 

(7) Commercial and Financial Chronicleの数学を，坂野谷九十九「アメリ

済と金融統制J1943年， 133~4支から。

( 8) Hansel， ibid.， p. 336. 

(9) ibid.， pp. 339-40. 

増税にもとずく歳入増にかかわらず，第12表にみたように財政赤字は年々

巨額であり，いうまでもなくその差額は，主として公震発行でまかなわなけ

ればならなかった。全体として，戦費の40%が租税で60%が公債でまかなわ

れた(第 1次大戦の場合，租税の比率はもっと低しう。

第 14表によれば，アメリカが参戦から終戦までに発行した公債の純増は

1964億ドルである。公賓発行にあたって，財務省と連邦準備銀行の基本方針

は，第 1に個人投資家をできるだけ対象にしてインフレ回避をはかることで

あり，たとえ商業銀行ではなくとも機関投資家の引受けは究機的に銀行に

流入する可能性がつよいと考えられていた。第2に公置を連邦準嬬銀行と財

務省との按替勘定で処還する実質的な紙弊増発言ピ厳に廃除し，もっぱら市場

で公募して，残りを連邦準備銀行が公開市場で、買入れるという政策をとっ

た。実際，振替操作のみによる引受けは，全体の2.25%にすぎなかったとい

うω。第3に，利子負担を考慮して低利政策につとめ，しかも摺人投資家を

対象とする長・中期置の発行に努力した。

だが第 1の点については，第14表にみるように，銀行による引受け

がきわめてたかし、ことが，第 1次大戦時に較べてのちがし、である。個人投資

家は全体の祐あまりを購入したにすぎなL、。もっとも，商業銀行が公器投資

を急増しだしたのはニュー・ディーノレ下においてであるから，戦時中は愛国

心の鼓舞による借入の公債購入は，--~成功したものとみられてし、るので

ある。

その反語，政府は商業銀行の公憤投資にたし、しても，きわめて多面的な奨

励方法を採った。たとえば，G)公蟹投資に際し政府の預金勘定を設定させ，
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第14苦笑連邦公債所有の所有別内訳 (単位 100万ドソレ〉

ω1941. 12 ~ 1945. 9 

l削 12 I附 9 I増加 I ;?6 

連邦準備銀行 2.3 23.3 21.0 10.7 

高 業 銀 :1丁- 21.8 83.5 61. 7 31.4 

貯 議t主ミS 銀 行 3.7 10.0 6.3 3.2 

霊日 使 Jl1' 蓄 1.3 2.8 1.5 0.2 

銀 行 gt 29.0 119.6 90.6 45.5 

偶人(俗人企業を含む〉 13.5 58.5 45.0 22.8 

ゴ食 業 4.3 30.0 25.7 13.0 

生命保険会社 8.2 23.2 15.0 7.9 

州、地 方 政府 0.5 5.0 4.5 2.8 

u. S. 政府機関 8.2 23.8 15.6 8.0 

手ド 銀 1T 言十 34.7 140.5 105.8 54.5 

総 言十 63.8 260.2 196.4 100.0 

(到 1914.6 ~ 1919年

11制 6.301 1919 
1914~19 

% 年の増加

R議 業 銀 行 750 5，140 4，390 18.0 

連邦準備銀行 。 292 292 1.2 

生命保険 社 700 699 2.9 

そ の他保険会社 O 300 300 1.3 

格互貯蓄銀行 O 670 670 2.8 

その他〔個人、会社〉 217 18，132 17，915 73.8 

百十 968 25，234 24，266 100.0 

ωFederal Reserve Bulletin : 1945. 11. p. 1096. 

(B) S. H. Slichter: Present Savings and Postwar Markets. (Harvard Business 

ReviIw. vol. 22. 1943~44.) p. 63. 

商業銀行資金をできる摂り拘束しないよう努める，②政府預金勘定は準備を

免ぜ、られるο ③準嬬率の引下げ，④商業銀行に対しては短期公慣を購入する

よう奨める，⑤連邦準舗銀行は公開市場操作で公債を買入れ，商業銀行の現
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第15表全商業銀行の国債 投資

付 投 資 国 債

額 金 額 金 額|投資制こ
ためるが

1 939 16，411 23，004 15，740 68.3 

1 940 17，393 23，793 16，597 6ヲ.6

1 9 4 1 20，324 27，319 20，139 74.8 

1 942 20，249 33，431 26，439 79.1 

1 943 17，673 59，020 52，495 88.9 

1 9 4 4 21，029 74，784 68，430 91.5 

1 945 23，697 90，917 84，136 92.5 

AJl-Bank Statistics. 1959. pp. 34-6.により作成。

金準備補充を助ける，等々がそれである (2)。第15表にみるように，商業銀行

による由佳投資は，投資の80~90%台，収益資産の60~70%台に達した。

だが上の政策が，どの程度意図した効果をもったかは議問である。戦時中の

公積純増の67%が中・長期債で33%が短期皆であるが〈3L短期債は規則的に

借換されていたから，短期債のもつ意義は数字が示す以上に大きかった。だ

が商業銀行は投資対象としてむしろ中・長期僚を好む傾向があり，短期債の!

利子率が相対的に不利になり，一時は長期債にプレアミアムがついて国債の

関市場までも現出したのであるO 連邦準備銀行は短期償消化と低金利の維持

を狙って種々の短期債優遇政策を商業銀行に対してとったので、あるが，商業

銀行l主連邦準備銀行に資金的に依存していないため，その政策は効果をもち

えなかった。そもそも連邦準備銀行が1930年代にはたした中央銀行としての

機能は，法定準備率の変更が主だったから，それが意義を失ない金利政策も

効果をもたないとなると，貨弊輩の統制機能をほとんどもちえなくなり，市

場での閏債価値の維持にのみ政策の重点を龍くことになった。この点が，戦

後，連邦準備銀行と財務省の間の争点となるのである O

(1)リューマー:前掲書， 38真。

(2)友関久雄「第2次世界大戦中におけるアメリカ経済の飛躍的な拡大J(経済宏、林，

17巻1・2号， 1949年)237~8J言。
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(3) Federal Reserve BulJetin. 1945. 9. 

第 2次大戦中のアメリカにおける錨格の変動は，第 1次大戦及び朝鮮戦争

とくらべても，第 2次大戦中の他の交戦諮問に比しても，例外的に小さかっ

たといわれているO アメリカにとって戦争の負担は，第1次大戦時よりもは

るかに大きかったにかかわらず，そうであった。卸売物価指数は 1939. 1~ 

1944.6に36%上昇したとされ，消費者物舗の上昇はもっと少なかったため，

生計費の騰貴率は27%にすぎなかったとされている (170 しかも物価騰貴の大

部分は， 1941年春から42年にかけて生じたもので，それ以後の変動は，たか

だか数%程産にすぎなL、(2)。工業原料品のみは，ヨ{ロッパ開戦以来，価格の

と昇がかなり顕著だったため，アメリカの物価対策は， 1941年墳からまず工

業原料品安対象として開始された。それは直接的には最高価格制をとり，そ
ゼネラル

の適用品目は誰々に拡大されて， 1942年4月，価格調整局の一般最高価格制

にまで発展したのであるO

いま，おもな原料品錨格の変化率をあげておくと，1939.7~1945. 7の鉄鋼価

格は20%の上昇Cl913~20年の場合221%)，石、治 50% (向144%)，小麦 131

% (217%)，棉花128%(214%)，アルミユュームは25%低下 (30%上昇)，

鏑17%(33%)，等々である∞。

ともあれ，物価上昇が抑制され，利子率も低水準のままに軍需生産が急速

に拡大しえた根拠は，巨額の公費を吸収しきった膨大な過剰資金の存:fr，物

価の直接統制jをふくむ金融・価格政策の効果，生産拡大における政府投資中

心，等があるにせよ，なによりもアメリカにおいてそれらを可能にした

設掃と生産拡大との潜在力によるというべきであろう。

(1) Fed己ralReserve Bull巴tin.1945. 9. p. 875. 

(2)図際決済銀行報告:邦訳， 214頁。

く3)問， 85~6 頁。

4 

軍需生産の開始にあたり，政府がとった政策の基調は，いかにして民間資
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本を誘引しそのな生産能力を利用せしめるとともに，なおいっそう軍需のた

めに拡大せしめるかにあった。その点は金融機関についても同様であり当

初から政府は高業銀行資金を直接に軍需生産貸付に結合させる努力を種々は

らっている。

1940年6月以前には，軍需生産への銀行貸付は，既存の金融方式をもって

おこなう以外になかった。その中でいくつかの貸付方式が注告されだしては

いたが〈汽実効はうすかった。

1940年 6~7 月から，陸・海軍省は軍需発症にあたって，契約価格の30%

以内の前払を認められることになった。これは軍需生産者の資金を援助する

最初の処寵だといってよいが.当初は多くの欠臨もあった。たとえば，①前払

が主契約者のみに与えられ，下請機関になんら益しなかったこと，②同一企業

が種々の政府機関と契約しているときには， 30%とし、う誤界を確定するのが

閤難だつこと，③陸・海軍省が前払部分を機棟的に銀行に払込んだため，銀

行の退剰資金を生んだこと，④前払は無利子で行なったため，それを在庫投

機に利用する風潮が生じたこと，などである (2)。こうした欠陥を克服するた

め， 1942年 3月からは， (“Executive Order 9122"方式として〉①受注機

関が自弓の判断でいくらでも前払しうる，②下請契約者 (Sub-contractors) 

にも前払を適用する，などの規定がなされた。

商業銀行信用の拡張策としては， まず1940年10月に， “Financing under 

th巴 Assignmentof Claims Act of 1940"が制定された。同法は，これまで

政府への受取勘定や請求権(クレーム〉の譲渡を禁じた条顎を麗止し 1，000

ドノレ以上のものは銀行へ譲渡しうるものとした。さらにその銀行を保護する

目的で，グレームが譲渡された場合には，政府は受住企業にたL、ずる債権と

それとを相殺することができないと規定された。この規定の下で，受注企業は

一種の証券担保貸付友銀行との間に結ぶのであるO この方式は，民間投資が

を担った初期においては比較的多く用いられ， 1940. 8. 21~ 

1941. 4. 30の員間設備建設への貸付の 35.5%，運転資金貸付の 6.7%を点め

たといわれるO そのほぼ全部が箪需貸付だったことはいうまでもないが，と
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りわけ大規模貸付において利用率がたかかったとされている (3)。

つづいて1942年 4月より，軍需自的の生産に銀行が融資する場合，その融

資を連邦準備銀行が保証する制度が生れた。それは“V-loan" として知ら

れ，受信能力のない中小企業の軍需生産担当を主として念頭に置いているO

この場合，連邦準備銀行は発注機関の金融代理屈として行動し融資支払を

保証してやるのであるO

1943年夏に，軍需生産会社の多くが終戦を予期しはじめ，平時生産への切

換がおくれ競争で不利をこうむるおそれから，あらたな軍需契約を好まない

風潮が生れた。それに対し連邦準備理事会は，たとえ終戦によって軍需契約

が停止された場合で、も，彼らの運転資金がそれに拘束きれないように，契約

融資と同じく保証する旨，声明した。 これは a 般に“VT-loan" と呼ばれ

た。これをもとにして， 1944年 8月に，停止された契約にたし、する貸付を保

証する“T-loan"が制定された〈430

V-lo且n は結局， 現存の銀行制度を利用しつつ軍需生産融資の拡大をはか

ったものであるO この貸付は当初意図されたよりも大規模貸付に集中したよ

うであるが，それにしても中小企業の箪需生産にはかなりの役割をはたした

とみられる。 1943~45年にかけては，商業銀行による軍需生産貸付の約拾を

V-loanをが占めたと推定されている(5)。

(1) M. D. Ketchurn : Working Capital Financing in a War Economy. (The 10m・

nal of Business. vol. 15. 1942) pp. 313~4 

(2) Federal Reserve Bulletin. 1946. 2. p. 240. 

( 3) Ketchum ; ibid.， p. 322. 

4)以上の詳細は FederalReserve Bulletin. 1946. 2. pp. 240~48. を参照。

(5) Federal Reserve Bulletin.， 1945. 11. p. 1102. 

こうした措置にもかかわらず，商業銀行が戦時中に貸付によってはたした

役割は，そう大きなものでなし、。前出の第15表がすでにそのことを示してい

るが，第16表でみるといっそう明自であるO まず貸付の総額はほとんど増え

ていなし、。その中で軍需貸付は，アメリカ参戦の 1年間は急増したが，あと
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はほぼ一定であるO

生産が未曾有の規模に達したのに商業銀行賞付が増えなかった根本の理由

は，ひとつには政府金融機関からの貸付がかなり大きな役割を演じたという

もうひとつは当時の企業の財務行動にあったといえよう O 当時，

産業の資金源を抽出調査したものを検討すると，次の特徴がみられる O 第 1

に寧需生産が確実な注文生産であることを見込して，生産および設備の拡

張がー異常なまでの短期負債の増加によりまかなわれたことであるO その内容

は，支払勘定，程税積立金，その他のさき度負積であり，

よると 1940~43年に， 2f脅から 4fきの規模に達しているω。なかでも租税積

立金(1年ごとに支払う〕は，税率の増加にともない最も大きな役割をはた

したようであるO

第 2i':，剰余金および引当金の資金源としての比重は，中小企業では短期

負憤以上であり，大企業でもかなりたかい。第3に外部資金の利用について

は，まず証券発行は新発行よりも償還が多くて純量としてマイナス額であ

るO 貸付では，大企業の場合，銀行貸付よりも政府からの貸付への依存度の

方がたかL、。いずれにしても貸付は，資金源全体にとってはごく小さな比重

しか占めなし、。以上の傾向は，非軍需産業の場合にもほぼ該当する(外部資

第 16表商業銀行の貸付 内訳

総計
1 貸付貸付

1941. 12. 31 1，300 7，900 1，276 1，450 4，773 4，543 

1942. 6. 30 19，9201 8，867 2，250 6，600 1，189 1， 164 4，770 3，928 

1942. 12. 31 18，9031 7，757 2，950 4，800 1，547 1，642 4，646 3，311 

1943. 6. 30 17.390 6，887 3，250 1，316 4，547 2，833 

1943. 12. 31 18，841 7，777 3，500 4，3001 2，336 1，505 4，437 2，786 

1944. 6. 30 20，729 7，4061 3，150 4，250 4，517 1，474 4，364 2，968 

1944. 12. 30 21，352 7，920 3，200 4，700 4，537 2，832 

1945. 6. 30 23，376 7，501 6，714 1， 6321 4，413 3，116 

Federal Reserve Bul1etin : 1945. 11. pp. 1，102. 
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金への依存度はもっと低い)0 他の資料もつき合わせて考えると，戦時下の

生産は，完全に自己金融を基調としているが，ただその内容に特異性がみら

れるというべきであろう O

なお第16表のその他の貸付項目についてふれると，農業貸付は政府農業貸

付機関の伸長と農産物の高騰によって需要が減じた。この時期，農村地帯で

は他のどの地域よりも預金の増加がし、ちじるしし、。消費者信用と不動産貸付

は，耐久消費財や民間建築物の生産制強によって渋滞した。証券貸付だけが

増加したが，これはいうまでもなし個人・機関にたし、する公僕購入貸付で

ある。ただ，第 1次大戦時に商業銀行が，みずから公僚を保有するよりは公

皆担保貸付に向ったのに較べると，第2次大戦の存者業銀行は，まず何よりも

公費の最大購入者として機能したので、あった。 (2)

( 1) Federal Reserve Bulletin. 1945. 4. p. 321. 

(2) ibid.， pp. 313~329. 

1940年に軍需投資の品挙的な拡大が課題になったとき，国防諮問委員会

くNDAC)は， 私的資本に刺戟を与える方法として，加速度償却などととも

に

と， EPF契約を結んだ企業が軍需施設を建造すると，商家は60ヶ月以上の

月賦でその建造費用を払戻す。契約企業はその払毘請求権(グレーム〉

行に譲渡して融資を受けることができるO 建造費用の払戻しが終了しても，

戦後，契約企業が望めば，その設備は償却を差ヲ I~ 、た錨格くま

協定)で購入し，自己のものにできる。つまり， NDAC，主，私的資本の軍

事投資からリスグを完全に除去し，かつ上の新金融方法によって商業銀行資

金とも連繋させようと考えたのである O しかし EPF方式は，投資による

造が完了するまで払震請求権が発効しないという欠陥があり，また何よりも

私的資本の軍事建設への主体性が欠如していたために， NDACが宣伝し最

も力をいれた方式だったにもかかわらず， 1940. 7~194ら .6にかけて 3 億4200

万ドノレが EPF契約で建設されたにすぎなかったω。

こうしたうごきと並行して，政府金融機関にあたらしい機能が加えられ
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た。たとえば輸出入銀行の貸付権限が拡張されて，海外の資源開発，

材確保の任が与えられ，連邦住宅昂は国防建造物に資金を分与することを義

務づげられ，公共事業局や TVA もそれぞれ間関計画に拠金することと

なった。だが最もいちじるしい変化をこうむり，そのことによって戦時政府

金融の中核機関となったのが復興金融会社 (RFC)であった。

復興金融会社法は1940年6月に改正されたが，それによると，第1に RFC

は，国防生産に従事する企業からの償券を購入し貸付ける権限をもち，第2

に国訪計画に必要な組識を RFCの子会社として設置することができるO

1940年中に，子会社としてRubberReserve Corp. (ゴムの購入，貯蔵)， Metal 

Reserve Corp. (主としてマンガン鉱および錫の貯蔵)， Defence Supplies 

Corp. (戦略・緊急物資の取得と輸送)，および DefencePlant Corp.が

られた。このうち最後の DefencePlant Corp. (DPC)が，政府投資・

金融を主導するのである O

DPC が政府投資と民間企業とを結合させる主たる手段として採用したの

は， リース(賃貸〉方式であった。民間企業は DPCと契約し， DPC勘定

で設備を購入できるO そして生産に拡じて賃借料を支払うのである。つまり

DPC方式は EPFと較べて，①最初から設備資金を一括政府が支出する，

②所有権は政府にあり，企業はそれを賃貸されるだけである，③賃貸料は生

産高にrc:;じて支払うから， 1[11j格の一部を構成することになる，などの特徴を

もっつだがこれも協定により，企業が望む場合には，償却費を差引いて設備

を自己のものとできる (2)0 EPFにしろ DPCにしろ，戦後実際に多くの政

府設備が民間企業に払下げられ，企業集中を促進することにつながる方式で

あった。

なおここでまとめておくと，戦時中に政府が所有権を得た設備・工場は，

陸軍54億ドノレ，海軍部億ドノレ， DPCが70億ドルであるO 陸海軍の合計82億

ドル中， 22億ドソレは政府が直接工場を経営しており，残る60億ド、ルは民間

企業が「手数料附委託協定J (management-fee agreement)で経営した。

他方 DPCの70億ド、ノレの方は，大部分がりースで民間にあり，一部が手数料
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方式であった。 DPCは1945年 6月解散したカむその時点でアメリカ全体の

工業生産能力の1O~12%の所有権をもち，中でも，合成ゴム工場の96%，マ

グネシーューム金属の90%，航空機および航空エンジンの71%，アノレミユ品

一ムの58%等々を所有し鉄鋼，航空用ガソリ γ，兵器，運輸設備などにも

それぞれかなりたかL、比重を占めていた∞。

( 1 ) G. T. White: Financing Industrial Expansion for War ; The Origin of the 

Defense Plant Corporation Le呂ses.(The Journal of Economic History. vol. 9. 

1949.) pp. 171~178. 

(2) DPC方式については，上十誌の White，および前掲の M.D. Ketchumの論文に

詳しL、。

(3) White ; ibid.， p. 157. 

5 

最後にこれまで、みたことの補足もふくめて，軍需生産にかんする若手の資

料をあげておく O

まず第17表と 18表により，アメリカにおける戦時生産の推移をおおよそ総

括する。

第17表のごとく，全生産から軍需品を抜きだして表示するのは容易ではな

い L，当然多くの不確実な推定をふくむから，こうした表であまりに数量や

比率を云々する必要はないであろう。全体として，驚異ともいわれるその増

加の趨勢をみれば足りる。

ところで，表のごとき急速な生産拡張はどうして可能だったのか。これに

ついても，これまで述べてきたところからまとめると，第 1に1930年代の不

況をとおして大量の遊休設備と資金が形成されたことをあげねばならない。

遊休設備の算定も論者によりかなり違うが，大戦中のような強度で稼働する

ことを前提すれば， 全設備のlh~%が遊休して L 、たとさえ云われるのであ

る。しかもそれが単なる遊休ではなくて，一面ではかなり老朽化しており，

それを一挙に更新して生産力規模を拡大する潜在力もまた，アメリカ経済の

中に培養されていた。そのための資金も大量に遊休Lていた。その点では
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軍需生産総額

(箪1)寧需事品建および設

家 議 ロ仁3ロ

(内訳〕航空芝機

総 始

溜 JIf;} 

艦 船

銃 砲

弾 薬

戦車]存続

報道，電子関係

そ の 他

率事建設

(2)間接翠需品

経済学研究第17巻第1号

第 17表掌需~ g室内訳

1 9 4 1 年1940年

後半
1942年

総額 前 半 後半

3，499 17，740 6，517 ，953 58，090 

2，785 13，376 5，071 8，305 44，297 

1，995 8，458 3，177 ，281 31，570 

342 1，765 644 1，121 6，285 

378 1，905 696 1，209 7，322 

119 479 160 319 2，565 

259 1，426 536 890 4，757 

84 424 143 281 2，083 

98 478 164 3141 2，998 

260 1，340 480 860 4，943 

27 226 69 157 1，512 

778 2，171 925 1，246 6，107 

790 4，918 1，894 

(100万トツし〉

1943年 19444-

90，089 95，570 

64，838 64，278 

56，381 61，315 

12，979 16，746 

13，099 13，804 

5，153 4，660 

7，946 9，144 

3，863 3，390 

5，770 6，728 

6，515 5，369 

3，455 4，185 

10，087 11，147 

714 4，094 1，446 2，6481 13，7931 25，2511 31，292 

Copeland & others The WPB Index of War Production. (Journal of the 

American Statistical Association. vol. 40. 1945.) pp.148…149 

労働力についても同じことがし、えるO 第四表で軍需生産労働力の源泉をイギ

リスと較べてみると，それが歴然とする。イギリスの倍近い労働力を軍需

動員していながら平時産業から移動した量はイギリスよりも少なく，

と，有業人口の増加(戦前有業人口比率はイギザスよりも 10%近く低かっ

た〉によって，その主要部分をまかなっているのである。まさにアメリカ戦

時経済の飛躍的拡大といい，その中での生活状態といい，それは戦前の大不

況を前提としてはじめて可能だったというべきであろう。

第 2に，とはいえ既存設備の平時生産から軍需生産への転換も，決して

軽視できるわけで、なL、。加工工業の生産設備総額600億ドル中， 290穂ドノレ

(48.3%)が軍需に転換したといわれ，とくに生産手段生産部門では67.2%

が転換した。部門別でみると，運輸手段生産部門は100%， 自動車92%，

気機械器具82%，その他機械78.8%，非鉄金属78.6%，鉄鏑75%，化学70%
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第18表産業部門別生産指数 1935-39=100 

竺恒 194oI 山 |川1ぬ出9叫4必2I 1附 I 1仙9叫悩4仏4Iバ1臼9

綜合指数 199 I 239 I 235 I 203 

紛
欽 喜岡 114 147 186 199 208 206 183 

久
機 械 104 136 221 340 443 439 343 

i室 輸設 係 103 145 245 464 735 719 487 
員千

手ド 鉄 金 属 113 134 191 214 267 259 204 
i節目

木 材 製 品 106 116 134 134 129 125 109 
門

ガラス・石材製品 114 124 162 168 173 164 163 

1ド
繊 維 112 114 152 157 153 148 146 

附
メ民ペ 1仁13口 108 113 127 134 145 152 150 

久 製 紙 114 123 159 142 139 139 139 

財 石 油・石 炭 110 120 135 147 185 247 236 
部

イヒ 戸-Af4 112 130 176 278 384 324 284 
門

コ ム 113 123 163 172 228 234 215 

鉱

農

業
一
業

106 I 117 I 1ぉ I129 I 1匁 I140 I 137 

106 I 110 I 113 I 124 I 128 I 136 I 133 

ゴム77.8%，木材52.2%，繊維45.5%と推定されている1)。その転換も，原

料，設備，労働力の各側面から決して円滑にばかりは進まず，そのことが大

戦初期の生産管理局の課題となっていた。

第 3Vこ，上にのべた遊休設備と過剰資金の存在を前提として，政府の公償

発行が資金を吸~立し，それを軍需生産に重点的に投下する機構が容易に作ら

れたことである。この点についてはもう説明する必要がないであろう O

第 4~こ，以上の諸点と並行して巨額の新投資がおこなわれた。第20表がそ

の規模を示すが，ここでも政府投資の比重がいちじるしくたかいのが特徴的

である Kaplanによれば，第 1次大戦時には新投資 59億ドソレ中，54億ドノレ

(92%)は民間投資であった。しかも20表の民間投資のうちには前述の EPF

方式によるものが含まれている。また政府投資の%が，平時生産への転換が

掴難な部門に投下され，民鰐投資の%は平時型の生産物形憩で軍需生産に寄
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第 19表労働力の戦時動員の源泉

(100 万人〉 イギリス

平 時 の 軍需生産従事 0.5 

1939年;国内の平特産業からの移動 1.5 

1939~44 ;戦時の労働力士議加 2.5 

労 働 カ の 自 然 増 加

失 業 の 減 少 1.3 

平時産業か ら の 移 動 7.2 

言十 13.0 

AlIen : op. cit.， p. 248. 

アメリカ

0.5 

7.0 

3.4 

7.75 

6.25 

24.9 

第20表戦時中の新投資 (100万ドル〉

)政府投資 i民間投資) 計

各種武器弾薬戦闘用車犠 5，167 376 5，543 

飛行機及船舶 5，242 455 5，697 

鉄 鋼 1，069 881 1，950 

手ド 鉄 金 属 1，168 363 1，531 

機 械 864 803 1，667 

イむ Aヴ14hL 1，400 1，008 2，408 

鉱 業 147 176 323 

瓦斯・照明及び動力 473 79S 1，268 

車合 jき 及 通 f~ 195 1，320 1， 515 

総 言十 15，725 21，902 

Kaplan :Liquidation of the War Production (友関久雄;第2次大戦中におけ

るアメリカ経演の飛緩的な拡大ー経済志林， 17巻1・2号， 1949年， 219JO 

与しうる分野に投下されているく2)。さらに前にも指摘したことであるが，

1940年以来1942年前半までは，むしろ民間投資が政府投資を配しており，政

策もまたその線に治ってすすめられていたことにも注意、すべきであろう O

大戦期のアメリカには， 20世紀への転換点，1920年代とならぶほどの，多



第2次t伎界大戦におけるアメワカ経済の軍事fとへの転換森 119 (119) 

数の企業合同がみられたoLintnerと Buttersの算定によると， 1940~47年

の間に，製造工業・鉱業だけでほぼ 2，000の独立企業が合同によっこ消滅し

た。その総資産は約50寵ドノレで、ある∞。

だがこの時期の企業合同の特徴は，合同された企業がすべて中小企業であ

り，大企業相互の合同や，合同によって一躍大企業に列したようなケースが

みられないことである。第1次大戦とその誼後には，独占体粉互のいちじる

しく不均等な発展があり，価格競争が生じ，それが既存の独占の組織性を打破

第 21表 1，000大企業における企業合同(1940-47)。

合同を経業験
した企の
比率

Z1企均業実あ獲た襲り 合均業(間の10資さ0万れ産額たドル企平) 

1 ~ 10位
% 

6.7 2.4 

11 ~ 25i¥i: 60 3.0 2.7 

26 ~ 50位 76 5.3 2.3 

51 ~ 100位 72 5.4 2.0 

101 ~ 250位 59 3.6 2.6 

251 ~ 500位 48 2.7 2.1 

501 ~ 750位 36 1.9 1.0 

751 ~ 1，000位 29 2.0 0.8 

最 大 50 :tI 74 5.2 2.4 

最 大 100 社 73 5.2 2.2 

最 大 200 社 66 4.7 2.3 

最 大 500 1土 56 3.7 2.3 

最 大1，000 社 44 3.0 2.0 

L. Lintner and J. K. Butters; Effect of Mergers on lndustrial Concentration 

1940-47. (The Review of Economic and Sta:istics. 1950. 2) p. 41:. 

る契機になったので、あるが，第2次大戦にはそうした動向があまりみられな

いようである O この時期の合向は，何よりも民需生産を?出張された分野での

中小企業の整理統合であり ω，また軍需注文が大企業に集中したことから生

じた中小企業の下請化であった。 TNECの Hearingsで C.C. Davisが述

べたところによると， 1940. 6. 13~1941. 2. 15の軍需発注 115億ドノレのう
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ち，弘~%は二つのグループ。へ， 40~45%は六つのグループに，全体の80%

は62の会社またはグループに対しておこなわれている (5)。彼らがその注文を

ど、れだけ下請けに出すかは，企業の任意にゆだねられた。戦局の進展につ

;rL， いし第2次以下の受注者保護の問題が(中小企業対策およ

拡大策として〉重視され，詰述のように融資保証制度なども考案されたので、

あるが，軍需発注における大企業集中はあらたまらなかった〈6〉C

(1)神野玉章一郎:戦争とプメザカ経済， 91亥。

( 2) Kaplan : op. cit.，友関，苅掲論文 218真。

( 3) 1. Lintner and 1. K. Butters : Effect of Mergers on Industrial Concentratiorし

1940-47. (The Review of Econornics and Statistics. 1950. 2) p. 30. 

(4)たとえば， A. R. Burns Concentration of Production. (Harvard Business Rev. 

iew. vol. 21. 1942-43.)をみよ。

( 5 ) H. T. Lewis : Subcontracting. (Harvard Business Reriew・vol.19. 1940-41) p. 

406. 

(6)リューマー:前掲書260支など。

本稿では，第2次大戦の構造的分析に対する準備的な考察としてもなお，

触れていなL火、くつかの間憩を残してL、る。たとえば，以上のごと

産拡大のうらがわとして，民需品の生産がどのようにすすめられ，国民の生

活状態がどうなったか，それに関連して，労働力問題がほとんど検討されて

いなL、。また戦時中の農業についての調査も，戦後のアメワカを展望した場

合，きわめて重要な問題であろう o 農業にかぎらず，アメリカの戦時経済が

終戦によってどのような再転換をせまられ，それにどう対処したかを明らか

にしないでは，第2次大戦の経済学的研究はほとんど意、味を失なうといって

も過言でなし、。

さらに，主要な生産部門を個々にとりあげて，より詳縮に過程を追求する

ことも必要であろう O たとえば，アメリカ国内でも国際的にもニ流産業だっ

た造船，航空機産業が大戦中にめざましい拡張をつづけ，終戦時に，アメリ

カの海運能力は世界の%に達したし戦前は中小産業にすぎなかった航空機

産業は雇用者 200万人を擁する世界の最大産業になっていた。これら産業は
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実宜的i二何もないところに新産業を作ることを意味し，アメリカ経済

化の動向や戦後処理の問題を最も敏感に反挟しているO 化学・機械などもふ

くめ略戦時のこうした主導産業における生産力や生産技術の内容を検討する

ことも大きな意味をもつであろう O 他方，基幹産業である鉄鋼業は，独占資

本の寄生的性格をつよく示しており，それが政府による強力なテコ入れ(ダ

ン，ホーク計画など)によって杷対的にゆるやかな拡張をつづけるO それは

しばしば軍需生産のネックになるのであるが，逆にこうした基幹産業の価格

破産性が，戦時の在庫投機やイ γ ブレを制約し，生産を促進せしめたともい

われる O そのほか，エネノレギーにおけるアメリカの特殊性(石油，電力の比

のたかさと，そこから派生する多くの特徴〉やその展開も重要な考察の対

象だし，最大産業である自動車が，戦時中に自動車生産をほぼ停止した前後

の動きや，その影響についても調べる必要があろう O 本稿は当初，そうした

諸点にもふれるつもりであったが，時間の都合で、はたせなかったO


